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は じ め に

我が国の情報化は近年、急速に進展 し、生活 ・家庭分野まで広範囲に及んで きています。特に、産業界

の情報化の進展には極めて著 しいものがあ り、ネットワーク化の進展 はこれまでの各企業 レベルにおける

企業内オ ンラインか ら企業間ネ ットワークへと拡大 し、広域的な広が りを示 しています。

このような状況を背景と して、ネ ットワークを効率的に構築す るために情報ネ ットワークサー ビス業を

利用する企業等が急速に増加 しており、情報ネ ットワークサービス業が果たす役割への期待が高 まってい

ます。

しか しなが ら、情報ネッ トワークサー ビス業にとっては、最近の情報 処理のオープンシステム化、分散

化、ダウンサイジング化の傾向に加えて、衛星通信、移動体通信、放送/CATVな ど新 しいメディアや

フレーム リレーサー ビス、ATMと いった最新の通信テクノロジーなどの大 きな影響を受けている状況と

なっています。

それだけに、産業界におけるネ ットワーク化を進める上で、あるいはユーザーのニーズに十分応えるこ

とので きるサービス提供の観点から、情報ネットワークサー ビス業の健全なあり方 にっいて様々な角度か

ら検討す るとともに、その実態把握の必要性が指摘されてお ります。

そこで、当セ ンターでは、昭和61年 度以来継続 して、情報ネッ トワークサー ビスを提供 している事業

者のサー ビス内容 事業の運営内容等を中心にその実態を調査 してお ります。本年度の調査結果について

は、本報告書のとお りとりまとめました。

本調査結果は、産業界の情報化意識の啓発を図るとともに、今後の産業界のネ ットワーク化を推進する

上で貴重な資料として活用 したいと考えております。

ここに、本調査を進めるに当たってご協力を賜った関係各位に対 して厚 くお礼申 し上げます。

平成6年3月

財団法人 日本情報処理開発協会

産 業 情 報 化 推 進 セ ンター
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調 査 概 要

(1)今 年度調査結果の特徴

第8回 目の今回の調査においては、調査対象業者がL500社 となり、昨年比7%増 となっている。 これ

は、ダイアルQ2に よる情報提供業者などが約350社 追加にな ったためであり、一般 企業を対象ユーザー

とす る情報ネ ットワークサー ビス業者が大幅に増加 した訳ではない。

有効回収数は、322事業者であ り回収率 は21.5%と 例年より若干減少 している。 この中には特別第2種

事業者17社 、「般第2種 事業者275社 が含まれ、主要業者は概ねカバーされている。また有効回収数の65

%の 事業者が昨年 と同一事業者であり、統計データの継続性は高いと言えよう。

今年度の結果(特 にフ リーア ンサー部分に見 られた特徴 も踏まえて)及 び昨 年までのデータとの比較

から考察される主な点は、以下の とおりである。

1)情 報ネ ットワークサー ビス事業が成長期か ら、安定期もしくは次の成長期を摸索する混迷期 といった

方がよい時期に入 って きた。昨年に続 いて各項目において変化が小さいことが指摘できると同時に、 ビ

ジネスとしてはまだまだの感があるにもかかわ らず、成長率は小 さくなっているという点が見受けられ

るか らである。これは事業の成長速度 より、技術やユーザーのニーズの変化速度の方が早かったためで

はないかと思われ る。

2)平 成4年 度実績売上高(3,221百 万円)は 、平成3年 度売上高(3,913百 万円)を18%近 く下回った。 し

かも平成5年 度の推定売 上高(3,232百 万円)は 、平成4年 度実績売上高に対 し微増である。 この業界に

も、平成不況のインパ ク トは相当大 きかったと考え られると共に、平成4年 度を底に低迷期を脱 しっっ

あるとも言えよう。但 し、昭和57～59年 頃にもてはやされたいわゆるrVAN」 でイメージされたサー

ビス内容は、第2種 事業者に限 らず様 々なサービス業者のサー ビス内容の充実と、ハー ド/ソ フ ト/ネ

ッ トインフラの充実によって、 もはや情報ネットワークサー ビス業者のみが潮ll的 に提供できるもので

はな くなってきたとも言える。そのような観点か らこの業界 は構造的な壁に直面 していると言えよう。

3)情 報ネ ットワークサー ビス業に限らずコンピュータと通信を利活用する業界全般が、オープンシステ

ム/分 散化/ダ ウンサイジングの影響を受 けている。それに加えて、情報ネ ットワークサー ビス業は、

衛星通信、移動体通信、放送/CATVな と新 しいメディアの影響と、フ レームリレーサー ビス、AT

M、LAN/WAN、TCP/IPプ ロ トコルといった最新の通信テクノロジーの大 きなインパ ク トを

受けている。B-ISDNを 含む新 しい下位層のネ ットワークサービスの展望が見えて きているにもか

かわ らずアプリケーションを含む上位層の新 しいサービスの姿がまだ見えていない。 このよ うな様相が、

特にフリーア ンサーの記述の中に鮮明に現れている。

4)こ の様な状況の中、まだ充分には回収 しきっていない設備に、更に新 しいサー ビスのために新 しいテ

クノロジーに沿 った設備投資を続けてい くのか(自 ら全てを構築 していくのか)、 それ とも、他社が投

資 したものを利活用 して付加価値を付けてい くのかにっいて も、迷 いが見 られる。 この様に考えると、

やや消極的な面 も見 られ る新 しい技術動向への取組み姿勢について も理解で きる。

1



5)こ れか らの有望マーケ ットとして個人向けの情報ネッ トワークサービスがあげられている。既にパソ

コン通信 は、収益の面か ら見て も離陸 しつつあり、加えて個人向け情報提供サービスや、音声メール、

FAXサ ー ビスなどが期待されている。同時に、個人向け故に企業向けとは契約方法、料金の回収方法、

サービスレベルと料金設定など、これから解決 していかなければならない課題 も多い。

以上か ら考えると、VANブ ーム以来既に約10年 が経過 していることもあり、情報ネットワークサー

ビス業者及び業界は、 これか らの新 しい情報ネ ットワークサービスの在 り方に関する議論を改めて喚起

す る必要があること、また、政策当局 も新 しい政策支援の在り方にっいて早急に指針を出すべきこと、

を要請 しておきたい。

(2)調 査対象

情報ネ ットワークサービスとして以下のサー ビスを提供 している事業者を対象 とす る。

①基本通信サー ビス

②高度通信サー ビス

③ 情報処理サー ビス

(3)調 査期間

平成5年12月20日 ～平成6年1月28日

(4)調 査対象数及び回収(回 答)数

①調査対象数1,500事 業者

②回収数330事 業者(有 効回収数322事 業者)

③回収率22.0%(有 効回収数21.5%)

2



1.回 答者の業種別内訳

3年度 % 4年度 % 5年度 %

農林 ・水産業 口 0 0 1 0.4 1 0.3

撒 0 0 1 0.4 2 0.6

製造業 修 12 4.8 15 5.3 21 6.6

流通業 20 8 21 7.4 22 6.9

金融業 ≡≡ 1 0.4 3 1.1 5 1.6

物流業 ぶ 8 3.2 13 4.6 12 3.8

情報産業 194 77.6 202 71.4 221 69.7

サービス業ll川 4 1.6 4 1.4 9 2.8

その他 鐡 11 4.4 23 8.1 24 7.6

合 計 250 100 283 100 317 100

平成3年 度(回 答250社)

平成4年 度(回 答283社)

平成5年 度(回 答317社)平成5年 度
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情報産業の内訳 新聞 ・放送 ・広告 ・通信業(9社)
情報処理サー ビス ・ソフ トウェア ・情報提供業(111社)

専業の第二種通信事業者(101社)

 

※
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2.事 業の実施状況 一 未実施企業は実施の意欲なし一

実施企業84.2%、 未実施企業15.8%と なっており、 この比率はここ2～3年 あまり大 きく変わっていない。サ

ービスを実施 しない理由の中で、 「その他」が増加 しているが、内容的には当面予定な し、全 くや っていない、

届出 したが必要ないのでやっていない、などである。また近 くサービスを開始す る予定の企業 も0に なったこと

から勘案 して、届出、登録 したものの事業を展開す る予定の ものは既に開始 し、残 っているものは中止 したか、

事業を行 う意欲のないものと言えよう。

基本通信、高度通信、情報処理の各サービス内容の構成比には大きな変化 は見 られない。

① サービス実施状況

サービス実施中 サー ビス実施な し

3年口 221 40

4年iii 246 52

5年修 271 51

3年% 84.7 15.3

4年% 82.6 17.4

5年% 84.2 15.8

平成3年(回 答261社)

平成4年(回 答298社)

平成5年(回 答322社)
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② サービスの内容

基本通信 高度通信 情報処理

3年度口 84 130 146

4年 度iiii 83 143 161

5年度修 96 150 176

3年度% 38.2 59.1 66.4

4年度% 34.4 59.3 66.8

5年度% 36.2 56.6 66.4

複数回答

平成3年(回 答220社)
平成4年(回 答220社)
平成5年(回 答265社)
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1.基 本通信は、次の提供サー ビスの ことをいう。
・専用線サービス(回 線 リセール)

・パケ ット交換サービス

・回線交換サービス

2.高 度通信は、次の提供サー ビスのことをいう。
・パ ソコ ン通信

〔・電子 掲示板・電子 メール 〕

・音声 メール

・ファク シ ミリメール

・フ ァイル中継 ・接続(蓄 積転送)

・トラ ンザ クシ ョン(リ アル)中 継 ・接続

・集配 信サ ー ビス

・ビデオ テ ックス

・音声 応答サ ー ビス

3.情 報処理とは、次の提供サービスの ことをいう。
・RCS(リ モート・コンピューティング・サービス)

・企 業間情報処理 サー ビス

・情報 提供
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③ サービス実施な しの理由

近くサービスを
実施する予定

サービス開始の 目

途が立 っていない

サービスを行う

予定はない

サービスは

中止 した

その他

3年度口 2 6 6 3 7

4年 度i、… 3 3 8 13 18

5年 度修 0 4 14 10 21

3年 度% 8.3 25.0 25.0 12.5 29.2

4年 度% 6.7 6.7 17.8 28.9 40.0

5年 度% 0.0 8.2 28.6 20.4 42.9

平成3年 度
(回答24社)

平成4年 度
(回答45社)

平成5年 度
(回答49社)
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3.事 業者の規模 一 新規参入は極小規模/二 極化は更に進む 一

昨年度に比較して回答数が増えているが、その増分は資本金/年 商規模においては17社(6%)、 また回線数

では31社(14%)と なっている。このうち、回線数の規模における増分は、50回線以下の小規模部分に集中 して

おり、新規参入事業者に関する特徴が現れているとみることができよう。

また、高速ディジタル回線の導入が一層進んでいると思われることから、全体としての平均的な回線数規模を

調査するためには、現行の政令による単位回線の換算方法を実態に合わせて変更することが必要である。

① 資本金規模

1億円
織

田

1億 円～

10億円未満

10億 円～

50億 円未満

修

50億円～

200億 円未満

200億 円～

1千 億円未満

≡

1千億円
堤

ぶ

無
回

答

3年 度 109 91 31 13 8 6 23

4年 度 127 98 30 14 7 9 20

5年度 134 95 41 14 12 9 17

3年% 3&8 324 11.0 46 28 21 &2

4年% 41.6 321 98 46 23 30 6.6

5年% 41.6 295 12.7 43 37 28 53

平成3年 度(合 計281社)
平成4年 度(合 計305社)

平成5年 度(合 計322社)

② 年商規模

1億円
楡

口

1億円～
10億円

繍

10億円～
50億円

編
修

50億 円～

200億 円

麺

200億 円～

1千億円

繍
≡

1千億円
～5千 億

円未満

ぶ

5千億円

堤

ll川

無
回

簑

3年度 31 64 56 33 25 21 9 42

4年度 39 62 78 33 24 19 13 37

5年度 38 67 78 38 30 20 12 39

3年% 11.0 228 199 11.7 &9 τ5 32 14.9

4年% 128 2α3 25.6 1α8 τ9 62 4.3 121

5年% 11.8 2α8 24.2 11.8 歌3 a2 a7 121

平成3年 度(合 計281社)

平成4年 度(合 計305社)

平成5年 度(合 計322社)

7



1千 億円～
28(%)

200億 円～

1千 億円未満 無回答
3.7

5。億円＼
≡i5
.3ii

200億 円未満 …43i… …..

1億円未満

10億 円～

50億 円未満』iZ 41.6"
〃

'、

1億 円～

10億円未満 、

'

へ

'

、

29.5
、

5千億円以 上

3.7

1千億円～
5千億円未満

200億 円～

1千 億円未満

50億

1億円未満

(%)

資本金規模(5年 度) 年商規模(5年 度)
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③ 回線数の規模

3年 % 4年 % 5年 %

～20回 線 口 39 197 42 1&9 61 241

～50回 線 43 21.7 45 2α3 53 2α9

～100回 線 修 19 96 34 153 31 123

～150回 線iii 11 56 13 59 8 &2

～200回 線 ≡ 10 51 8 a6 9 36

～250回 線 ぶ 13 66 9 41 8 a2

～500回 線iii韮 16 &1 17 7.7 26 1α3

500回 線～ 巌 47 237 54 24.3 57 224
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50

回

線

1

～

oo

回

線

1

～

50

回

線

～

20

回

線

※ 単位回線の換算方法

算定の対象 となる回線の単位回線への換算については、次の方法に従 って行 う。

(ア)ア ナログ信号伝送用の電気回線(電 話の役務を提供す るために用いられる電気通信回線をいう。以下 この項

について同 じ。)に ついては、単位回線1回 線に換算す る。

(イ)電 話回線 以外のアナログ信号伝送用の電気通信回線のうち、周波数帯域の幅が4キ ロヘルツ以下である回線

については、単位回線2回 線に換算する。

(ウ)電 話回線 以外のアナログ信号伝送用の電気通信回線のうち、周波数帯域の幅が4キ ロヘルツを超える回線に

っいては、周波数帯域の幅4キ ロヘルツ当たり(4キ ロヘルツに満たない端数は、切 り捨てるものとする。)

単位回線2回 線に換算す る。

(エ)デ ジタル信号伝送用の電気通信回線については、各の回線 ビッ ト毎秒を単位と して表される伝送速度(1万

2,000ビ ッ ト毎秒を超える伝送速度の回線にあっては、1万2,000ビ ット/毎 秒とす る。)の総和を1,200で 除 し

て得 られる商(1に 満たない端数は、切 り捨てるものとする。)に より単位回線に換算する。

〔ISDN回 線 も同様の換算とする。〕
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新 しいビジネスチャンスとして着実に増加 一4.事 業 のね らい

事業のね らいは、昨年度 とほぼ同様の傾向を示 している。なお、上位3つ の 「業務処理の高度化など」、

「将来性を見込んで」、 「地域の情報化への貢献」で全体の50%超 を占めている。

この3年 間着実に伸びているものに 「新 しいビジネスのチャンス」があり、今回10%に 達 した。
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3年 度 44 11 17 27 25 1 6 32 23 3 1 2

4年度 39 17 15 35 32 1 9 47 19 3 0 5

5年度修 46 26 22 40 32 2 6 50 25 4 0 5

3年% 22.9 57 &9 141 1ao α5 a1 1a7 120 1.6 α5 1.0

4年% 176 τ7 68 158 144 α5 41 21.2 &6 1.4 α0 2.3

5年% 178 10.1 &5 155 124 α8 23 194 97 1.6 α0 23
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5.ネ ッ トワーク形態 一 ホス ト中心型は変わ らず 一

ホス ト中心型(ホ ス ト集中型 とホス ト中心ネ ッ トワーク型)が8割 と全体の傾向には変化が見 られない。その

他の形態が7パ ーセ ン ト(19件)と 増えたが、ア ンケー トにその他として構成図を記入 しているためである。そ

の構成図を分類すると、ホス ト集中型が14件(衛 星ネッ トワーク利用によるブロー ドキ ャス ト型ネ ットワークを

含む)、 ホス ト中心ネッ トワーク型が2件 、ホス トネッ トワーク分離型(衛 星ネ ッ トワークによるパケ ッ ト通信

を含む)が2件 、分散ネッ トワーク型が1件 である。

ネ ッ トワー ク形態

3年度 % 4年 度 % 5年度 %

ホス ト集中型 口 109 55.3 131 57.5 145 55.1

ホス ト中心ネッ トワーク型 60 30.4 64 28.1 63 24.0

ホス ト/ネ ッ トワーク分離型(パ ケ ット網)修 21 10.7 25 11.0 31 11.8

分 散 ネ ッ トワ ー ク型 ・………… 7 3.6 8 3.5 5 1.9

その他 三≡ 0 0.0 0 0.0 19 7.2

　
　
　

斑
斑
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り
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り
白
り
乙

答

答

答

回
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(

(

(

度

度

度

年

年

年

　
り
　

ピロ

成

成

成

平

平

平

分散ネッ トワーク型 ＼ その他

ホ

ス
ト
/

ネ

ッ
ト

ワ

ー

ク
分

離

型

(
パ

ケ

ッ
ト

網

)

ネ ットワーク形態の各構成パターン図

1.ホ ス ト集中型

用
線
奪
回

メール・ボ,クス

業務DB

公衆網
DDX他V州

2.ホ ス ト中心 ネ ッ トワ ー ク型

ユーザー端末

3.ホ ス ト/ネ ッ トワーク分離型(パ ケ ッ ト型) 4.分 散 ネ ッ ト ワ ー ク 型

ノーF・コンピェ一夕1-F・ コンピュータ
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6.ホ ス トコンピュータ ー パ ソ コンベースが急増 一

汎用機(同 一のアーキテクチャに基づき 「ファミリ」あるいは 「シリーズ」を形成 し、ソフ トウェアの互換性

があるもの)の 割合が、7割 と前年度 より減少 し、パ ソコンの割合が14%と 急増 したのが、本年の特徴である。

これは、新規事業者(有 効回答20社)の 半数がパ ソコンをホス トとして利用 しているためである。 この3年 間で

見 ると、大型汎用機から中型汎用機 ＼ さらにパ ソコンホス トの増加 とノ』、型(小 規模)の ホス ト化傾向が起 こっ

ている。これがダウンサイジングの影響かアンケー ト集計の母集団の変化かは、未だ明確に確定できない。

煙
汎用機
口

中型
汎繊
小型
汎用機
影

オフィス

コン巳 一夕

ミニコン

/WS

≡

パ ソコ ン

ぶ

ホストコンピュータ

熟

3年度 89 52 12 12 12 18 0

4年度 89 66 14 14 14 17 0

5年度 100 61 13 22 11 34 0

3年% 456 2a7 62 &2 62 92 α0

4年% 41.6 30.8 65 a5 65 79 0.0

5年% 41.5 253 54 91 46 14.1 α0

平成3年 度(回 答195社)

平成4年 度(回 答214社)

平成5年 度(回 答241社)

(5年 度)

ミニ コン/WS

4.6

オ フィス
コ ン ピュー タ

L

/1、型汎用機

巳

〈大型汎用機〉

%の 内訳

5台 以上

(18.0)

、3台(&0)

4台(9.0)

〈中型汎用機〉

%の 内訳

3台(8.2)(%)

4台(4.9)

5台(O.O)

5台 以上(1.6)

.(;霊1台
(62.2)

汎用コンピュータ台数内訳 平成5年 度(回 答社数)

1台 2台 3台 4台 5台 5台以上

大型汎用機 43 20 8 9 2 18

中型汎用機 38 14 5 3 0 1

小型汎用機 11 1 0 1 0 0
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7.サ ポー トプロ トコル ー 数は増えているものの、順位に変化無 し 一

事業者がサポー トしている1社 当たりの プロ トコルは年々数が増えているものの、順位に大 きな変化 はな

い。上位の3っ は、全銀手 順、HDLC手 順、J手 順であり、無手順、ベーシック手順、パケ ット通信手順の

X.25が これに続 く。

また、その他の手順 も年々増えているが、中身はキャプテン、FAX、 あるいはJUSTPCな どのパ ソ

コン通信手順が上げられており、ネッ トワーク需要の多様化を示 している。

なお、今年度からTCP/IPを 調査対象に入れたが、インターネッ トの広が りと共に今後 どの程度伸びて

い くか注目され る。

通信 プロ トコル

J手 順 鐵
手順
CAT/
CAFIS
業界
手順
MHS FTAM X25 X75 ベーシック

手 順

無手順
TTY

HDLC

手順

TCP
/IP
その他

3年 口 101 92 28 15 10 2 79 16 83 86 102 一 42

4年i:. 112 108 26 21 11 8 76 19 93 103 ll3 一 49

5年 修 116 124 30 24 11 6 85 16 100 109 122 40 55

複数回答 平成4年 度(回 答226社)平 成5年 度(回 答243社)1社 当たり回答数==3.45

0
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8.サ ービス地域 一 地域特化型と全国対象型に二極分化 一

昨年の傾向である、特定地域をビジネス対象とするものと、全国をサービス地域とするものへの二極分化の傾

向は今年も変わらず、構成比率もほぼ同様である。

但し、昨年増加が見られた国際及び全国 ・国際を対象とするものは、両者の合計構成比率が基本通信、高度通

信、情報処理のいずれの分野においても減少している。回答総社数は増加している中で、この両分野を対象とす

る企業数はほとんど変化していないことから、ある程度の規模以上の企業でないと、国際間を含むサービスの維

持は難しいものと考えられる。

① 基本通信サービス

特定地域口 全 国iiii 国 際 修 全国 ・国際iiii その他■

平成3年 度 71 85 12 一 1

平成4年 度 46 84 2 6 0

平成5年 度 61 86 3 11 2

複数回答

(回答104社 、回答数169)

(回答94社 、回答数138)

(回答111社 、回答数163)

平成3年 度

平成4年 度

平成5年 度

特定地域 全国 国際
その他O.6[ニー 」

'.

H国 際1
.4

全国 ・国際4.3

全国 ・国際

その他1.2

(%)
OlO2030405060708090100
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② 高度通信サービス

特定地域[コ 全 国 国 際 修 全国 ・国際iiiiiその他■

平成3年 度 179 300 84 一 7

平成4年 度 75 120 6 42 3

平成5年 度 89 167 2 36 2

複数回答

(回答186社 、回答数570)

(回答144社 、回答数246)

(回答168社 、回答数296)

平成3年 度

平成4年 度

平成5年 度

特定地域 全 国

52.6

国際

14.

国際2.4

その他1.2

全国 ・国際

その他1.2

全国 ・国際
その他O.7

(%)

OlO2030405060708090100

③ 情報処理サービス

特定地域口 全 国 国 際 修 全国 ・国際iiiiiその他■

平成3年 度 165 140 3 一 2

平成4年 度 139 156 3 28 2

平成5年 度 112 103 1 27 4

複数回答

(回答132社 、回答数310)

(回答141社 、回答数328)

(回答173社 、回答数247)

平成3年 度

平成4年 度

平成5年 度

特定地域 全国 国際o.9

5a2 452

その他

.・鑑

全国 ・

国際 α9

424 47.6 i顯
フ...

国際04

453 41.7

(%)

0102030405060708090100
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9.サ ー ビスの利用者 一 パソコン通信 ・音声系サー ビスの家庭 ・個人向け利用が更に増える 一

通信費の削減および合理化等の狙いで導入が進むと予想された企業グループ内、特定業界などについてはあま

り変化がみられず、企業の投資意欲が依然として低いレベルにあることが想像される。

一方、一般家庭 ・個人による利用は基本通信、高度通信、情報処理の全てのサービスで増加傾向が顕著であ

り、特に高度通信では全体の2割 を越えている。これは、パソコン通信の普及が進んでいること、および電話回

線を利用した個人向け音声系サービスなどによるものと想像される。

① 基本通信サービス (%)

企業グル

ープ内 □

特定業界 「般企業 一般 家庭

・個人 ≡

そ の 他

■

3年度 50.7 10.5 33.6 1.5 3.7

4年 度 39.9 21.6 35.8 0.9 1.8

5年度 40.1 17.8 36.4 2.9 2.9

平成3年 度(回 答94社 、回答数134)

平成4年 度(回 答92社 、回答数218)

平成5年 度(回 答111社 、回答数242)

基本通信サービス
一般 家庭 ・個人1 .5

3年 度

企業グループ内

50.7

特定業界 「般企業

ilO.5 33.6

39.9

40.1

0.9

1.

35.8・……21:§

29
、

ii17.8'" 36.4

その他3.7

4年 度

5年 度

1.8

9

(%)
OlO2030405060708090100
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② 高度通信サービス (%)

企業グル
ープ内 □

特定i類 一般企業 =
・個人i≡

そ の 他

■

3年度 25.0 14.4 38.6 16.1 5.9

4年度 27.5 16.0 36.2 18.1 2.1

5年度 23.7 14.0 38.1 20.8 3.4

複数回答

平成3年 度(回 答144社 、回答数236)

平成4年 度(回 答155社 、回答数425)

平成5年 度(回 答163社 、回答数472)

高度通信サービス
企業グループ内 特定業界 一般企業 一般家庭 ・個人

3年 度 25.0 14.4 38.6 16.15.

その他

4年 度

5年 度

2.1

010

③情報処理サービス

203040506070

3.4

(%)
8090100

(%)

企業グル
ープ内 □

特定業界 一般企業 一般家庭
・個人 ≡

そ の 他

■

3年度 21.2 32.4 40.9 2.8 2.8

4年度 33.8 23.6 33.8 6.2 2.5

5年度 33.2 21.1 36.2 7.6 2.0

複数回答

平成3年 度(回 答141社 、回答数318)

平成4年 度(回 答162社 、回答数275)

平成5年 度(回 答173社 、回答数304)

情報処理サー ビス

企業グループ内

3年 度21.1

4年度

5年 度

特定業界

32.4

「般企業

40.9

一般 家庭 ・個人2 .8

その他2.8

21ス1

2.5

2.0

(%)
0102030405060708090100
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前年同様、受発注処理に集中10.対 象業務別情報処理サービス

上位3っ のサービス 「受発注処理」、 「在庫管理」、 「販売管理」に変動はな く、 この3つ のサー ビスが全体

の64%を 占めている。

しかし、前年度に比べ 「受発注処理」、 「店舗管理」が増加 し、 「販売管理」が減少 したことが注目される。

なお、 「店舗管理」については、昨年度に比べて事業者数で約2倍 、サービス数で約8倍 に増えている。サー

ビス数が急増 している背景として、特定の少数事業者が多種類のサービスを提供 していることがあげ られる。

(サ ービス数)

受 販 生 (在 輸 会 (資 店 (与 予 顧 そ
発 売 産 購 送 計 フ金 舗 ク信 約 客 の

注 管 管 館 管 管 ア決 管 レ管 ● 管 他
処 理 理 ・理 理 理 1済 オ理 ジ理 発 理
理 出 ( ム 1( ツ 券

荷 貨 バ トト ト

指 物 ン メ1 オ
示 追 キ 1夕 1

等 跡 ン シル ソ
)

等 グ ヨス リ
) )

ン ト
)

)ア

3年度口 99 3 5 11 9 1 10 4 8 4 4 12

4年 度 ・ 275 181 33 126 21 86 55 8 10 5 47 2

5年度修 386 128 47 131 31 62 60 63 16 12 56 15

3年度% 5&2 1.8 29 a5 53 06 59 24 4.7 24 24 τ1

4年度% 32.4 21.3 ag 14.8 2.5 1α1 65 α9 1.2 0.6 55 0.2

5年度% 3&3 12.7 47 1ao 31 a2 ao 63 1.6 1.2 56 1.5

複数回答 平成3年 度(回 答 86社 、サー ビス数170)平 成4年 度(回 答88社 、サービス数849)
平成5年 度(回 答90社 、サービス数1,007)

W

－

…

…
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修5年 度脇

z

"
'

'
''

"
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}
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一
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l、 lil諺
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参考表 対象業務別情報処理サービスの事業者数

複数回答 平成3年 度 平成4年 度 平成5年 度

(回答86社 、回答数120)(回 答79社 、回答数277)(回 答90社 、回答数339)

3年 % 4年 % 5年 %

受発注処理 口 63 73.3 71 89.9 74 82.2

⌒ 3 3.5 39 49.4 46 51.1

生産管理 修 3 3.5 11 13.9 16 17.8

在庫管理(照 会 ・出荷指示等) 10 11.6 30 38.0 45 50.0

輸送管理(貨物追跡等)i≡ 6 7.0 17 21.5 18 20.0

会計管理 ぶ 1 1.2 24 30.4 30 33.3

資金決済(フ ァームバ ンキ ング) 7 8.1 20 25.3 26 28.9

店舗 管理(ト ータルストアオートメーション)醐 2 2.3 11 13.9 21 23.3

与信管理(ク レジットオーソリ)ll川 7 8.1 15 19.0 14 15.6

予約 ・発券 4 4.7 7 8.9 11 12.2

顧客管理 ぶ 4 4.7 28 35.4 27 30.0

その他 ■ 10 11.6 4 5.1 11 12.2

※ サービス数にかかわらず事業者が当該対象業務の情報処理を行っている場合

(平成5年 度)

(%)
伽

90

80

㈹

60

50

ω

30

⑳

ω

o

そ

の
他

顧
客
管
理
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券
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信
管

理
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舗
管

理
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決
済
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理
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理

販
売
管
理
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注
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理
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11.企 業間ネットワークの状況 一 情報処理によるネッ トワー ク利用が増加 一

より記入 し易い回答方法 に変えて2年 目になるが、回答社数 ・回答数 ともに昨年度に比べ約10%増 加 した。流

通 ・物流関連業種(製 造業、運輸業、倉庫業、卸売業、ノ」涜 業)に よるネッ トワーク利用が7割 と中心を占めて

いるが、情報処理 ・情報提供 とのネ ットワーク利用が10%(57件)か ら、13%(78件)と 増加 しているのが特徴

である。

製造業 17 (平成5年 度)

運輸業 14 8

倉庫業 11 11 3

卸売業/代 理商 ・仲立業 24 7 7 13

金融業 6 1 5 11

ノ」・売 業 16 6 6 44 6 12

電力 ・ガス 3 6 3 2

旅行業 2 1 2 2 5

情報処理 ・情報提供 10 5 5 14 12 13 2 1 11

建設業 ・不動産業 4 1 1 1 2 2 4

農林水産業 ・その他 2 1 1 1 3 4

製
造
業

運
輸
業

倉
庫
業

卸
売
/
代
理

曹
仲
立
業

金
融
業

小
売
業

電

㌘
ガ

ス

旅
行
業

情
報
処

理
情
報
提
供

建
設

業
不
動
産
業

農
林
水
産

業
そ
の

他

複数回答(回 答89社 、回答数355)
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12.契 約形態 一 契約約款ベースが減少

前年 までは、各サービスとも契約約款を使用 したサービス提供がほぼ一貫 して増加 していた。 ところが、

本年 には、契約約款を使用 したサービス形態が減少 し、その他の契約形態が急増 している。 これは新規事業

者の契約形態で＼ 「その他の契約形態」が基本通信サー ビスで18.2%、 高度通信サービスで24.0%と 、従来

の事業者の契約形態と大 きく異な っているためである。これは、新規事業者のサー ビス内容、提供形態が多

様化 し、契約の形態も新 しい(そ の他)契 約になっていることをうかがわせる。

① 基本通信サービス (%)

契約約款による
サービス ロ

個別契約による
サー ビス

その他
修

3年 度 37.0 61.5 1.5

4年 度 30.4 63.7 5.9

5年 度 33.1 57.8 9.1

基本通信サービス
契約約款

3年 度37.0

4年 度

5年 度

個別契約

61.5

複数回答

(回答94社 、回答数135)

(回答92社 、回答数135)

(回答111社 、回答数154)

1.5

(%)
OlO2030

② 高度通信サービス

405060708090100

(%)

契約約款による
サービス ロ

個別契約による
サービス

その他
修

3年 度 41.4 49.6 9.0

4年 度 40.1 51.2 8.7

5年 度 33.6 49.8 16.6

幣
信髄

鞭

高

3

4年 度

5年 度

個別喫 約

49.6

複数回答

(回答144社 、回答数232)

(回答155社 、回答数242)

(回答168社 、回答数277)

(%)
01020304050 60708090100
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③ 情報処理サービス (%)

契約約款による
サービス ロ

個別契約による
サー ビスi

その他
修

3年 度 31.2 64.7 4.1

4年 度 36.3 60.1 3.6

5年 度 26.8 66.2 6.9

情報処理サービス
契約約款

3年 度

4年 度

5年 度

個別喫約

複数回答

(回答144社 、回答数320)

(回答162社 、回答数223)

(回答173社 、回答数231)

4.1

3.6

(%)
OlO2030405060708090100
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13.料 金体系 一 情報処理サー ビスが変化、ダウンサイジングの影響か 一

前項の契約形態と比較してみるとよくわかるが、基本通信サービスでは、平成4年 度に比べて約款契約で

の契約形態が増えた分、従量制料金と月額固定料金部分の割合がわずかながら増えている。約款契約の場

合、定価表や料金表に基づく料金体系が定着していると言える。

逆に、高度通信サービスと情報処理サービスでは、個別契約あるいはその他の契約が増えた分、従量制 ・

月額固定料金部分は減っている。なお、情報処理サービスでは、さらに月額固定料金部分が極端に減少して

いるが、これは競争激化やダウンサイジング、あるいは不況などの影響により料金体系の見直しがあったと

も推定される。

① 基本通信サービス (%)

1
⌒
+従量制料金 口

2

基本料金
+月 額固定料金 ≡

3
ユーザーとの

個別契約 ぶ

4
その他

≡

3年 34.3 21.6 42.6 1.5

4年 31.9 17.8 43.0 7.4

5年 32.7 19.6 40.5 7.2

継無二
3年 度

4年 度

5年 度

基本料金 ユーザーとの その他
+月 額固定料金 個別契約

1.5

複数回答

(回答94社 、回答数134)

(回答92社 、回答数135)

(回答111社 、回答数153)

(%)
0102030405060708090100
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② 高度通信サービス (%)

1
⌒
+従量制料金 口

2
基本料金
+月 額固定料金i

3
ユーザーとの

個別契約 ぶ

4
その他
≡

3年 44.7 9.8 28.3 17.2

4年 40.5 11.7 29.1 18.6

5年 38.9 11.3 30.9 19.1

高度通信サービス
⌒
+従量継斗金

3年度

4年度

5年 度

基本料金 ユーザーとの
+月 額固定料金 個別契約 その他

複数回答

(回答144社 、回答数244)

(回答155社 、回答数247)

(回答168社 、回答数282)

(%)
0102030

③ 情報処理サービス

405060708090100

(%)

1
基本料金
+従 量制料金 口

2
基本料金
+月 額固定料金ii

3
ユーザーとの

個別喫 約 ぶ

4
その他
≡

3年 40.8 11.7 38.9 8.6

4年 32.0 11.7 47.3 9.0

5年 32.8 7.3 48.7 11.2

情報処理サービス
⌒
+従量制料金

3年 度

4年度

5年度

基本料金 ユーザーとの
+月 額固定料金 個別喫約 その他

.11.71

複数回答

(回答14社 、回答数324)

(回答162社 、回答数222)

(回答173社 、回答数232)

(%)
OlO20304050 60708090100
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14.事 業の採算性 一 「事業」と考えるもの40%、 採算を考えない もの60%で 固定 一

このところ3～4年 見 られる、 「採算が とれている」、 「将来 は採算がとれそ う」 とした ものの合計約

40%、 「関連事業として採算性を考えている」、 「採算性は度外視 している」、 「将来とも採算がとれそう

もない」などの合計が60%と い う傾向はす っかり定着 したようである。また このような傾向の中で今回は、

「採算性は度外視 している」 とするものが ここ4年 間で最高の16.2%を 記録 した点が特徴である。

事 業の採算性

採算年度(採 算が とれて いる場合)→87年 以前(18),88年(8),89年(8),90年(4),91年(4),92年(11)

(回答53社)

採算が
とれている

口

将来は採算
がとれそう

ぶ

関連事業とし
て採算性を考
えている

採算性は度外
視している_

将来 とも採

算が とれそ
うもない川ll

その他

修

3年度 50 37 76 33 11 3

4年 度 51 37 86 28 15 6

5年度 68 37 84 41 17 6

3年% 23.8 17.6 36.2 15.7 5.3 1.4

4年% 22.9 16.6 38.6 12.6 6.7 2.7

5年% 26.9 14.6 33.2 16.2 6.7 2.7

　

　

　

社

社

社

度

10
度

23
度

53

年

2

年

2
年

2

3

答

4
答

5
答

成

回

成

回
成

回

平

(

平

(

平

(

3年 度

4年 度

5年 度

採算がと 将来は採算 関連事業として 採算性 将来とも採
の他

.4

2.7

2.7

0102030405060708090100(%)
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15.事 業に係る費用 一 平均費用は横這いだが二極化進む 一

昨年度に比べて回答数の増分30社は、そのほとんどが5千 万円未満の小規模事業者である。特に1千 万円未満

の事業者数は倍増しているが、その費用の平均値は小さくなっており一層小規模な事業者が参入していると想像

できる。

一方、50億円以上の大規模事業者については、一社当たりの平均事業経費は400億 円の巨額に上っており、

全事業者の平均経費が昨年値とほぼ同等であるのはこの大規模事業者の影響である。また、この大規模事業者の

一社当たりの経費は前年比で55億円も増加 しており、費用の二極化が著しい。

推定事業経費(全 体)

1千万円
縞
口

5千万円

横
1億円
補
修

5億 円

未 満.

10億 円

横
50億 円
繍
ぶ

50億 円
堤
≡

3年度 15 24 20 34 13 18 8

4年 度 16 29 26 38 13 18 9

5年 度 30 36 24 33 15 22 9

5年 度

平均経費 348 2,800 6,920 24,441 72079 210,396 ▲10a587

平成3年度平均推定事業経費
平成4年度平均推定事業経費
平成5年度平均推定事業経費

244,088万 円

258,069万 円

258,894万 円

(回答132社)

(回答149社)

(回答169社)

単位:万 円

3年度

4年 度

5年 度

1千 万円 ～5千 万円 ～1億 円 ～5億 円 ～10億 円 ～50億 円未満

50億 円以上

(%)

0102030405060708090100
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16.事 業の売上高 一 売上高の伸びは、微増に留まる 一

平成4年 度の実績売上高平均(322,091万 円)は 、前年度売上高平均(391,336万 円)に 比べ約18%と 大幅に落

ち込むとともに、昨年度に調査 した平成4年 度推定売上高平均(389,620万 円)に 比べて もほぼ同率で下回って

おり、不況の深刻な影響を反映 している。

一方
、平成5年 度推定売上高平均(323,205万 円)は 、平成4年 度実績売上高平均を若干上回 っており、下げ

止まりと言えよう。

① 事業の推定売上高

1千万円
繍
5千万円
織
1億円
織
5億円
繍
10億円
繍
50億円
繍

50億円
堤

3年度 27 27 23 31 12 20 15

4年度 23 32 24 39 12 20 14

5年度 39 37 21 38 16 26 14

5年度
売上平均 298 2880 7,084 22722 71,062 240398 350&582

売

上

高

(
万
円
)

事業の推定/実 績売上高推移

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

,,,_一 ぺ 〉 、C
p、 、

、

＼ ＼ 。

一実績売上高平均
…推定売上高平均

llll

② 事業の実績売上高

3
年
度

2
年
度

5
年
度

4
年
度

平成4年 度
実績売上高平均
322,091万 円

平成3年 度
実績売上高平均
391,336万 円

平成2年 度
実績売上高平均
366,221万 円

(回答155社)

(回答164社)

(回答191社)

単位:万 円

編

摺

磨
反
古
同
20
古
風
古
同
⑳

彗
雅
凝

麗

麗
3

1千 万円
未満
5千万円
織
1億円
織
5億円
繍
10億円
舖
50億円
繍

50億円
堤

2年度 27 28 21 29 10 19 15

3年度 26 27 25 39 6 22 14

4年度 39 33 20 40 15 21 17

4年 度
売上平均 309 2719 7,577 24512 75375 239427 3329419

(回答149社)

(回答159社)

(回答188社)

単位:万 円
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③ 対前年度売上高伸び率
全 体伸率O.35

特 別工 種伸率 一〇.52
一般 二種 伸率1 .88

マイナス

～0%

10%

織

20%

稿

30%

描

40%

繍

50%

未満
100%

繍

150%

縞

200%

繍

200%

堤

3年 度一 12 75 19 9 11 2 7 2 0 6

4年 度 ・一 27 49 12 17 13 5 7 1 1 2

5年 度一 41 75 23 10 8 9 7 2 1 1

(回答143社)

(回答134社)

(回答177社)

100

90

80

70

60

50

40

30

20

10

0
マイナス10%20%30%40%50%100%150%200%200%
～0%未 満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 以上

3年 度
…4年 度

5年 度

/ざ
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④ 事業売上高別尉前年度伸び率

揃 年度
伸率

売上高

マイナス
～0%

口

10%
繍

20%
編
修

30%

横
40%

繍
≡

50%
繍
ぶ

100%

横.

150%

描

出ll

200%

端
麗

200%
堤

■

1千万円未満 5 17 3 0 0 3 2 1 0 0

5千 万円未満 8 13 5 3 0 2 1 0 0 1

1億 円未満 3 11 3 0 1 0 1 1 1 0

5億 円未満 10 12 5 3 4 2 1 0 0 0

10億円未満 4 7 2 0 i 0 1 0 0 0

50億円未満 6 9 3 3 2 2 1 0 0 0

50億円以上 5 6 2 1 0 0 0 0 0 0

1千万円未満

5千 万円未満

1億 円未満

5億 円未満

10億円未満

50億円未満

50億円以上

(回答177社)

100%未 満

150%未 満

(回答31社)

17.5%

K-.
z"一 ・…lii
_㌘,一)1
彪一一品一 盤

～0% 10%未満

(回答33社)

18.6%

(回答21社)

11.9%

(回答37社)

20.9%

(回答15社)
&5%

(回答26社)

14.7%

0

(回答14社)

7.9%

20%ラ満30%ラ 購

(%)
102030405060708090100
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17.事 業に携わる技術者数 一 小規模事業者の増加 一

従業員数20人 未満の事業者の割合が61.3%か ら、62.8%と 若干増加 し、100人以上の事業者の割合 は、16.1%

か ら10.8%と 減少 している。この傾向は、昨年度の傾向が継続 しており、事業者規模の縮ノNヒ現象 と言える。

売上高との相関で は、前年同様特異例が9社 見 られ る。1億 円未満 までの売上なが ら、従業員数50人 以上

100人 未満あるいは、100人以上の会社が4社 ある。 これは、ネ ットワー ク事業に携わる従業員数ではな く全社

の従業員を誤記 した ものと考え られる。また、売上高10億 円以上で従業員20人 未満の会社が5社 ある。 これ

は、親会社の情報ネッ トワークサービスを分社化 したものと考え られる。

① 従業員数内訳 (平成5年 度)

10人
繍
口

20人

紬

30人
織
修

40人
紬
50人
舖
100人
繍

ぶ

100人
堤

鐡

合 計 100 45 17 14 13 17 25

内 部 111 40 17 14 10 15 24

外 部 66 10 3 2 3 6 3

(回答231社)

(回答231社)

(回答93社)

合計

内部

外部

～20人 ～30人 ～40人 ～50人100人 未満

未満 未満 未満 未満100人 以上

3.2

(%)
OlO2030405060708090100
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② 事業売上高別従業員数 (平成5年 度)

従業員数

売上高

10人

織
田

20人

横
30人

未満
修

40人

樋
50人

樋
100人

紬
ぶ

100人
堤

醐

計

1千万円未満 27 2 1 0 1 1 1 33

5千万円未満 21 6 3 1 2 2 0 35

1億円未満 13 6 1 0 0 0 0 20

5億 円未満 10 15 4 4 1 2 1 37

10億円未満 3 4 3 2 2 1 1 16

50億円未満 1 3 0 3 5 4 9 25

50億円以上 0 1 0 0 0 1 11 13

1千万円未満

5千 万円未満

1億 円未満

5億 円未満

10億円未満

50億円未満

10人未満

(回答179社)

50人 未満

30人 未満100人 未満

20人未満100人 以上

(回答33社)
1&4%

(回 答35社)

19.6%

(回 答20社)

11.2%

(回 答37社)

20.7%

(回答16社)
&9%

(回 答25社)

14.0%

5臆眠 摩華
20人 未満100人 未満 100人 以上

0 102030405060708090100

(回 答13社)

7.3%

(%)
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18.事 業に携わる技術者数 一 技術者保有会社で二極分化 一

システム監査から2種 の情報処理技術者、電気通信主任技術者とも5人 未満の会社と、20人以上の会社で大

きく二極分化している。ただし、それぞれの技術者の平均値は、増加しつっあり、有資格者の育成に努めてい

ることをうかがわせる。

① 情報処理技術者保有会社数(平 成5年 度) 複数回答

システム監査 特 種 オ ン ラ イ ン 1種 2種

5人未満 24 40 34 50 60

10人未満 修 4 4 2 16 12

15人未満 2 1 2 8 6

20人 未満 ≡≡ 0 3 2 5 17

20人以上 口 5 11 6 21 45

5年 度人数平均 8.2人 26.7人 10.2人 44.8人 93.5人

(回答35社)(回 答59社)(回 答46社)(回 答100社)(回 答140社)

4年 度 人数平均 5.5人 19.9人 65人 392人 94.2人

(回答36社)(回 答63社)(回 答40社)(回 答93社)(回 答114社)
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② 電気通信主任技術者保有会社数(平 成5年 度)

電気通信主任技術者

5人未満 50

10人未満 10

15人未満 3

20人未満 0

20人以上 11

人数平均 19.0人 (回答74社)

9
ム

9
白

l

l 11

,

01

3

0「

05

20
人
以
上

20
人
未
満

15
人
未
満
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未
満

5
人
未
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19.運 用体制 一2年 ぶりの調査だが、運用体制が整備されていない小規模事業者が増加 一

平成4年 度は未調査であったが、平成3年 度 と比べて も、それぞれの項 目の回答数に変化 はない。唯一、 「ホ

ス ト・ネットワーク部分の運用体制が独立 している」の項 目が増えたのみである。

しか し、回答企業数が190社 か ら237社 に増加 していることか ら、割合(%)で 言えば、体制が整備 されて

いる企業が平成3年 度 よりも減 っている事になる。 これは、パ ソコン通信や音声系のサー ビス事業など小規模事

業者の増加によるものと思われ る。

運用体制については、中 ・大規模事業者は、強化あるいは現状維持 の方向だが、小規模事業者については、運

用体制が整備されていない事業者が多いのが現状 と思われる。

運 用 体 制

ホス1・ネットワーク

部分の運用
体制が5拉
している

ネッ トワー
ク監視セ ン
ターがある

テス ト用の

ネッ トワー
ク設備があ
る

各種記録の集計
、分析

管理を行っ
ている

電気通信主
任技術者が
いる

情報処理技
術者試験有
資格者がい
る

3年 口 84 77 48 120 76 128

4年 、
一 一 一 一 一 『

5年 修 118 80 55 124 77 136

3年% 44.2 40.5 25.3 63.2 40.0 67.4

4年% 一 一 一 一 一 一

5年% 49.8 33.8 23.2 52.3 32.5 57.4

複数回答
平成3年 度
(回答190社)
平成4年 度
(回答 一社)
平成5年 度
(回答237社)
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20.運 用時間 一 年中無休はやや減少 一

経年変化力沙 ないことか ら、2年 に一回 の調査としたこの項目はや{まりそれほど大きな変化はなかった。 し

か しなが ら、 「休 日無 し」については平成元年度に68.6%で あった ものが平成3年 度には75.5%ま で上昇 した

が、今回はそれが、72.5%と 僅かなが ら下降 した。代わ って、土 ・日 ・祝祭日は休み というものが9.4%ま で

上昇 して きた。平成2年 度には、4.4%で あったことを考えると、世の中の動向を反映 しているものと推察され

る。

サー ビスの運用時間数についても上記の傾向を反映 して、24時 間無休のサービスは減少傾向であ り18～23時

間の範囲のサービス時間数が増加 している。

① サービスの運用時間(休 日)

休 日無 し 日 曜 日 日曜 ・祝祭 日 土 ・日 ・祝 祭 日 その他の曜 日

3年 度口 160 6 12 14 20

4年 度i…iii
一 一 一 一 一

5年度修 177 8 13 23 23

3年度% 75.5 2.8 5.7
'6
.6 9.4

4年度% 一 一 一 一 一

5年度% 72.5 3.3 5.3 9.4 9.4

100

90

80

70

60

50

40

30

20

10

0

口3年 度

修5年 度

一

否
''''''
''''

'

''

'''"

∂

[膠[〉[、liil
休

日
な
し

日
曜

日

日
曜

・
祝
祭

日

土

・
日

・祝

祭

日

そ
の
他

の
曜

日

　

　

　

社

社

社

12

一
44

リ
ム

リ
ム

答
答

答

回
回
回

(
(
(

鞭
縫
ヨ

　

　
り

成

成

成

平

平

平賄(

一35一



② サー ビスの運用 時間(時 間)

24H 23～

22H

21～

20H

19～

18H

17～

16H

その他

3年 度口 126 5 15 5 11 43

4年 度i… 一 一 一 一 一 一

5年度修 142 11 31 8 10 49

3年度% 61.5 2.4 73 24 54 21.0

4年 度% 一 一 一 一 一 一

5年度% 5a6 44 12.4 32 4.0 2α4
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21.セ キュリティ ・障害対策 一 暗号化によるセキュリティ対策の進展な し 一

セキュリティ ・障害対策については、その傾向に殆ど変化がみ られなかったため、昨年は調査を行わず、一

年の間をおいて調査 したものである。
一昨年に比べて、回答数が大幅に増えている(+25%)が 、対策の実施状況にっいては大きな変化はみられ

ず、対応は進んでいないと言え る。回答の増分は各対策項 目にほぼ等 しく配分されているが、唯一の 例外は暗

号化による通信情報の不正傍受防止にっいてであり、一昨年より減 っている。 これは新規参入事業者の規模、

経費の伸び等からみて、費用のかかるセキュリティ ・障害対策にっいては新 しく対応する事業者が全 くいない

ことを示 しているといえよう。

① データの機密保護方法

ユーザID,パ ス

ワー ド等による不

正アクセス方法

暗号化による通信
情報の不正傍受防
止

入退室管理 閉域接続 その他

3年 度口 188 24 134 52 5

4年 度ii'
一 一 一 一 一

5年 度修 230 21 150 61 5

3年 度% 92.2 11.8 65.7 25.5 2.5

4年 度% 一 一 一 一 一

5年度% 89.8 8.2 58.6 23.8 2.0
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初

初

初

度
83
度

一
度
17
年
2

答
年
1
年

回
3
答
4
答
5
答

驚
倒
瑠
璃

障害対策

設備の二重化 モニタllング,テス機 能
定期保守など各種
ツールによる障害
の早期発見

障害発生時の障害
切分機能や回復機
能

ネッ トワーク
の迂回路構成

その他

3年度口 84 146 91 57 6

4年度 一 一 一 一 一

5年度修 90 175 108 74 10

3年度% 45.9 79.8 49.7 31.1 3.3

4年度% 一 一 一 一 一

5年度% 41.5 80.6 49.8 34.1 4.6

(%)
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パ ソコン通信 ・音声メールの採算性に期待 一22.事 業の展開と採算性

重点的に提供予定のサービスにっいては、前年度と大きな変化 はな く、 「情報提供サービス」、 「企業間情

報処理サー ビス」、 「パ ソコン通信」、 「ネットワーク運用 ・管理」が上位を占めている。

今回の調査結果で注目されるところは、 「パ ソコン通信」、 「音声メール」、 「情報提供サービス」の採算

性について評価が高 まってきたことであり、とりわけ 「パソコン通信」、 「音声メール」の本格化が期待で き

そうである。

複数回答

〔驕 社〕

〔回答225社)
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23.国 際VANサ ービスの状況

① 国際VANサ ービスの提供 一 国際VANサ ービスの提供の拡大も一段落 一

昨年度か ら、質問形態を変え2年 目となる。国際VANサ ー ビスを提供 していると回答 した事業者の数は、

合計30社 と2社 増加 しているが、誤差の範囲で事業者 は横這いである。

対地国では、実施中の延べ数が120か ら141へ 増加 し、将来実施予定の延べ数が23か ら12と減少 している。

サー ビスの提供地域の拡大 も一段落 してきた。そのなかで、オセアニア地域への提供が12社 か ら17社へ増加 し

ているのが際立っている。

'
国際VANサ ービスの提供(平 成5年 度)

実施中 撒
予定
時期
未定

予定
なし
糠
魏

実施中
口
撒

予定iii'

時期未
定修 歴 …1……

米国 ・カナダ 28 2 2 68 3 3年度 31 2 8 143

欧 州 19 0 6 69 3 4年度 28 2 4 57

アジアNIES 21 1 3 68 3 5年度 30 4 8 77

その他 アジア 14 0 4 74 2 3年% 1a8 1.1 43 778

中 南 米 10 1 2 77 0 4年% 32.9 2.4 47 671

オ セ ア ニ ア 17 1 2 72 1 5年% 2&8 a8 77 74.0

ア フ リ カ 10 0 3 77 0 平成3年 度(回 答184社)
平成4年 度(回 答85社)
平成5年 度(回 答104社)中 近 東 10 0 3 77 0

ロシアCIS 7 0 3 77 0

そ の 他 5 0 1 72 0

(国 際VANサ ービスの提供)
提供予定

3年 度

4年 度

5年 度

鋤ll

168

32.9

時期未定
43`/ 予定なし

珍≡iii
…1………17τ8iiiiii

>ii…
24・:;;:: 47

67.1

28.8 74.0

3.8
(%)

0102030405060708090100
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(国際VANサ ービス実施相手国)
複数回答(回 答104社)

米 国
カナダ
ロ

欧 州 ア ジア
NIES

修

その他
ア之ア
中南米

灘

オセ
アニア
修

アフ
リカ
醐

中近東

lllll

ロ シア

CIS

≡

その他

口

全 体 28 19 21 14 10 17 10 10 7 5

全体% 933 6a3 70.0 46.7 333 5a7 333 333 233 1仕7

OlO2030405060708090100(%)

米 国

欧 州

NIES

アジア

中南米

オセアニア

アフリカ

中近東
ロシア

その他

(国際VANサ ー ビスを実施 したい国)

45

40

35

30

25

20

15

10

5

0

そ

の
他

ロ
シ

ア

・

C
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ぺ
U

中

近

東

ア

フ
リ

カ

中

南

米

オ

セ

ア

ニ
ア

そ

の
他
ア
ジ

ア

ア

ジ

ア

・

N

I

E

OO

欧

州

米

国

カ

ナ

ダ

3年度 4年度

5年 度

粧
飾
難
中
計 %

米国 ・カナダ 41 32 3 28 31 93.9

欧 州 34 24 3 19 22 66.7

ア ジアNIES 33 24 3 21 24 72.7

その他アジア 12 16 2 14 16 48.5

オ セ ア ニ ア 9 13 1 17 18 54.5

中 南 米 3 9 0 10 10 30.3

ア フ リ カ 2 8 0 10 10 30.3

中 近 東 5 8 0 10 10 30.3

ロシアCIS 5 6 0 7 7 21.2

そ の 他 0 3 0 5 5 15.2
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② 国際VANサ ービスの提供形態 一 直接接続が微増 一

地域的に、米国 ・カナダとの接続のように直接接続が多い地域と、アジア地域のようにゲー トウェイ

接続が多い地域とで接続形態に相違がある。

今年度の特徴は、中南米 ・オセアニアのように直接 接続数の微増である。さらに、アジアNIESの よ う

に、直接接続の数が去年 と比べて、2→5の ように倍増 した地域 もあり、今後のビジネス展開 としてど

の地域を重視 しているかが現れていると思われる。

国際VANサ ービスの提供形態

直接
灘
公衆
網
ゲートウェイ

経 由

予定
なし

直接
蹴
公衆網
醐

ゲー ト

ウェイ経由

その他

米国 ・カナダ 18 6 12 1 3年口 20 12 17 2

欧 州 7 6 13 0 4年iiiii 14 10 18 2

アジアNIES 5 7 13 1 5年修 18 12 17 2

その他 ア ジア 2 6 11 0 3年% 50.0 30.0 42.5 5.0

中 南 米 2 5 6 0 4年% 40.0 28.6 51.4 5.7

オ セ ア ニ ア 3 7 10 1 5年% 46.2 30.8 43.6 5.1

ア フ リ カ 1 6 6 0 複数回答 平成3年 度(回 答40社)
平成4年 度(回 答35社)
平成5年 度(回 答39社)中 近 東 1 6 6 0

ロシアCIS 2 3 5 0

そ の 他 1 3 2 0

国際VANサ ービスの提供形態
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③ 国際VANサ ービスの内容 一 サービス内容に変化無し一

回答数が32社 か ら36社にわずかに増えているが、サービス内容は、数でみれば殆ど変化がない。電子

メールが減 って、パケ ッ ト交換 とRCS、 情報提供がわずかに増えた程度である。 この事から、国際V

ANは 、サー ビスメニューの充実化や多様化があまり行われていないと言える。

RCS(リ モート.コンピューティングサービス)

肋ット

麺

電子

メール
音声
メール

ファクシミリ

メール

画像
伝送
RCS ファイル

中継

リアル

中継
繍
撒
企業間
情報処理

その他

3年[コ 17 20 3 17 3 8 15 10 19 13 0

4年iiiii 13 20 1 14 2 8 10 6 11 9 0

5年修 15 16 1 14 1 10 10 6 14 8 3

3年% 42.5 5α0 τ5 425 τ5 200 375 250 475 325 0

4年% 4α6 625 a1 43.8 63 250 31.3 1&8 34.4 2&1 0

5年% 41.7 444 28 38.9 28 278 278 167 38.9 222 &3

複数回答3年 度(回 答40社)、4年 度(回 答32社)、5年 度(回 答36社)

国際VANサ ービスの内容
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24.事 業におけるネットワークの相互接続 一 相互接続は着実に増えているが進行は緩やか 一

相互接続しているという回答の比率が減っているが、これは実数では増えており、新規参入などの小規模事

業者が 「相互接続なし」、と回答したためと思われる。

また、次の相互接続の必要性については、昨年までと質問の形態を変えており、上記の質問に対して、 「相

互接続していない」、と答えた者に対して更に質問しており、昨年とは傾向が異なっている。これによるとな

お半数が将来は相互接続が必要と答えているが、実際に 「接続を計画中」との回答は増えておらず相互接続の

進行は緩やかである。

① 他社ネットワークとの相互接続の有無

有 口 無

3年度 72 110

4年 度 78 130

5年度 84 156

3年% 39.6 60.4

4年% 37.5 62.5

5年% 35.0 65.0

　 ㎜!竃i羅 　珪i

〔使用プロ トコルの種類〕

企業数 X.75 X25 その他

特別二種 30 25 1 4

一般二種
118 2 41 75

その他 5 0 4 1

計 153 27 46 80

% / 32.1 54.8 95.2

相互接続の有無(5年 度)

(%)

ネッ トワーク

ネ ットワーク 相互接続有

相互接続無

65.0

X.75

X.25

その他

0 20 40 60 80100(%)

32.1

ぼ η

窒!

1ユ8
…

1

弓:・:i:

95

」

〔使用プロ トコルの種類〕(回 答84社)

95.2

複数回答(回 答84社 回答数153)
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相互接続の必要性(5年 度)

② 将来他社ネットワークとの相互接続の必要性

3年 % 4年 % 5年 %

必要 口 126 6息6 132 647 82 4&2

必要なし 12 a6 23 11.3 35 206

分からない 修 43 238 49 24.0 53 31.2
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相互接続の計画(5年 度)

③ 他社ネットワークとの相互接続の計画

計画中 口 計画がない

3年度 22 117

4年 度 26 128

5年 度 12 109

3年% 15.8 84.2

4年% 16.9 83.1

5年% 9.9 90.1

相互
接続を㌧
計画中
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25.OSIへ の取組 一 取り組み事業者が増えているが、否定的な事業者も多い －

OSIを 採用 している事業者は・全体か ら見ればわずかではあるが、数 は着実に増えている。また、その提

供内容で は、FTAMが 昨年1位 のTPを 上回 って大 きく伸びている。

一方で・ 「採用予定はない」・ 「分か らない」という事業者 もそれ以上に増加 している。 これは別腸 の各種意

見に もある通り、声高の割には製品化や対応が遅い、相互接続性を100%保 証で きるか疑問、あるいはLAN

の標準プロ トコルとして普及 しているTCP/IPと の共存 ・相互接続性や既存のアプ リケーションか らの移

行の問題などが大きな要因 と推定 される。

①OSIの 提供 ・検討状況

既に採用

口

すぐにでも

採用し熱}
様子を見て
決める

修

採用する予
定はない

分からない

≡i

3年 度 11 9 103 18 61

4年 度 17 13 113 14 59

5年 度 22 11、 108 28 75

3年% 5.4 4.5 51.0 8.9 30.2

4年% 7.9 6.0 52.3 6.5 27.3

5年% 9.0 4.5 44.3 11.5 30.7

採用する
予定はな

既に採用

す ぐにで も

したい

(%)

平成3年 度(回 答202社)

平成4年 度(回 答216社)

平成5年 度(回 答244社)
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②提供内容

FTAM MσrlS畑IS TP OWODIF RDA OSI管 理 その他

4年度 4 3 5 0 0 1 2

5年度 12 7 5 0 3 3 2

4年% 26.7 20.0 33.3 0 0 6.7 13.3

5年% 37.5 21.9 15.6 0 9.4 9.4 6.3

複数回答 平成4年 度(回 答15社)、 平成5年 度(回 答32社)

FTAM

MOTIS/MHS

TP

ODA/ODIF

RDA

OSI管 理

その他

0 10 20 30 405060 7080

(%)

90100
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26.EDIサ ービスの実施状況 一 実施一段落 し、EIAJ・CII増 加 －

EDIサ ービスの実施状況は、 ここに来て一段落 し、実施中な らびに実施予定(時 期決定済)の 企業数 もほ

ぼ去年 と同一とな っている。

また、実施中の"デ ータ交換 ・フォーマッ ト"規 格は、全銀協、JCA標 準 は、従来と変わ らない ものの、

EIAJ標 準、CII標 準が増加 してきたことが特徴である。ただし、州SIX.12、UN/EDIFACTISO9735に っ

いては、実施会社数、割合 とともに減少 してきており、実体に則 した記入になってきたことをうかがわせる。

①EDIサ ービスの撒 況

実施中

口

実施予定
(時期未定)

実施予定
(時期決定)

修

サービス提

供の予定な
し

サービス提

供にっいて

分か らない

ぶ

3年 度 47 20 5 99 66

4年 度 67 5 27 55 102

5年度 64 3 29 78 99

3年% 19.8 8.4 2.1 41.8 27.9

4年% 26.2 2.0 10.5 21.5 39.8

5年% 23.4 1.1 10.6 28.6 36.3

平成3年 度(回 答237社)平 成4年 度(回 答256社)平 成5年 度(回 答273社)

(%)

実施予定(時 期未定)/

1.1

_実 施予定(時 期決定)
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②EDIサ ービスの内容
(平成5年 度)

(%)
100一

45.7

41.3

1
13.0'L
_.
・>3 .3
杉 〃 〃 一''".=.:=1

90

80

70

60

50

40

30

20

10

0

3年 % 4年 % 5年 %

国内の同一業界内 □ 34 54.8 49 5α5 42 457

国内の複数業界間 29 46.8 45 464 38 41.3

国内及び国際間 〉 12' 194 14 14.4 12 lao

その他 0 0.0 3 a1 3 33

(複数回答)

平成3年 度(回 答対象67社(実 施中 ・予定),回 答62社)

平成4年 度(回 答対象99社(実 施中 ・予定),回 答97社)

平成5年 度(回 答対象96社(実 施中 ・予定),回 答92社)

そ
の
他

国
内
及
び
国
際
間

国
内

の
複

数
業

界
間

国
内

の
同

一
業
界
内

④EDIを 利用 しているユーザー数

(契約数)
③全売上高に占めるEDIサ ービスの売上高の割合

(今年度は、調査対象から除外している)

3年 % 4年 % 5年 %

10未満 0 0.0 8 17.0 10 20.4

20〃 3 12.0 4 8.5 7 14.3

50〃 3 12.0 8 17.0 10 20.4

100〃 4 16.0 8 17.0 3 6.1

200" 2 8.0 0 0.0 5 10.2

500" 2 8.0 11 23.4 7 14.3

1000" 7 28.0 5 10.6 5 10.2

5000〃 4 16.0 3 6.4 0 0.0

5000以 上 0 0.0 0 0.0 2 4.1

3年 % 4年 % 5年 %

0% 0 α0 0 α0 一 一

5%未 満 18 720 32 84.2 一 一

10%〃 2 8.0 5 132 一 一

20%〃 5 2α0 1 26 一 一

30%〃 0 α0 0 α0 一 一

40%〃 0 α0 0 α0 一 一

50%〃 0 α0 0 0.0 一 一

50%以 上 0 α0 0 0.0 一 一

平成3年 度 回答対象47社(実 施中),回答25社
平成4年 度 回答対象67社(実 施中),回答38社

回答対象47社(実 施中),回 答25社

回答対象67社(実 施中),回 答47社

回答対象96社(実 施中),回 答49社

鞭
躍
 りり　
　

成

成

成

平

平
平
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⑤EDIの"デ ー タ 交 換 ・フ ォー一口マ ッ ト"の 規 格

3年度 % 4年 度 % 5年度 %

米国標準(ANSIX.12)□ 9(4) 1a6 9(2) 136 6(2) 6.7

国際標準(EDIFACT=ISO9735).i' 15(9) 22.7 14(7) 14.7 11(6) 122

業界標準(日 本電子機械工業会の標準)ぶ 18(4) 2τ3 18(6) 18.9 19(3) 21.1

業界標準(日 本チェーンス トア協会の標準) 46(11) 69.7 63(14) 66.3 54(11) 6α0

業界標準(全 国銀行協会連合会の標準)修 32(11) 4&5 42(8) 442 38(5) 422

CII標 準(JIPDEC産 業情報化推進センター)鞭 5(3) τ6 14(7) 14.7 20(7) 22.2

その他 ≡ 9(3) 13.6 15(3) 15.8 14(6) 15.6

(複数回答)
平成3年 度 回答対象67社(実 施中 ・予定)回 答66社

〔注〕O内 は提供予定
平成4年 度 回答対象99社(実 施中 ・予定)回 答95社

〔注〕()内 は提供予定
平成5年 度 回答対象96社(実 施中 ・予定)回 答90社

〔注〕O内 は提供予定
(平成5年 度)
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27.ISDNサ ービスの影響 ・利用 一 導入は一服 し、マルチメディア関連で強い期待 －

INSネ ット64、1500と もに、利用 しているとする回答は殆ど増えていない。特に、INSネ ッ ト1500で

は、利用を予定 しているとす る回答が減少 しており、全般的に設備投資を抑えて費用削減に努力している利

用者の姿が想像され る。

しか し、別掲 のISDNに 関す る意見では、マルチメディア時代の情報インフラとしての期待や、性fi批

料金の安いことに魅力を感 じて いるとする意見 も多 く、条件が整えば急速な利用導入が進むであろう。

また、INS-Pに ついては順調に利用が伸びている一方で、国際ISDNに ついては、利用 ・利用予定

ともに低いレベルに止まっている。

①INSネ ッ ト64の サー ビス利用(回 線交換)

既に
利用
一

利用
予定
一

予定

熱

3年度 79 32 63

4年度 106 26 68

5年度 116 27 73

3年% 454 18.4 362

4年% 5ao 13.0 3▲0

5年% 537 27.0 3a8

既に利用・利用予定 3年 % 4年 % 5年 %

基幹回線 口 28 2&0 49 398 51 3&6

足回り回線 57 570 57 4a3 63 47.7

バ ックア ップ 修 26 2ao 32 260 39 29.5

その他 ■ 12 120 7 57 10 7.6
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②INSネ ット1500の サービス利用(回 線交換)

既に
利用
口

利用
予定
予定
なし
修

3年度 9 26 87

4年度 19 25 93

5年度 20 19 96

3年% τ4 21.3 71.3

4年% 13.9 1&2 679

5年% 148 14.1 71.1

既に利用 ・利用予定 3年 % 4年 % 5年 %

基幹回線 口 11 367 13 31.0 9 243

足回り回線 7 23.3 10 238 9 2▲3

バ ックア ップ 修 15 5α0 23 54.8 19 51.4

その他 ■ 2 a7 1 24 4 1α8
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③INS-Pの サー ビス利用(INSネ ッ ト64)

既に
利用
一

利用
予定
一

予定

些し

3年 度 44 34 67

4年 度 56 31 69

5年 度 73 30 74

3年% 3α3 2a5 4&2

4年% 359 1息9 442

5年% 41.2 16.9 41.8

既に利用・利用予定 3年 % 4年 % 5年 %

基幹回線 口 24 34.3 28 354 36 396

足回り回線 38 54.3 45 5τ0 44 48.4

バ ックアップ 修 7 10.0 10 127 15 165

その他 ■ 7 1α0 4 51 7 77
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④INS-Pの サー ビス利用(INSネ ッ ト1500)

既に
利用口
利用
予定
予定なし

修

3年 度 2 18 93

4年 度 6 14 99

5年度 7 10 104

3年% 1.8 15.7 81.0

4年% 50 11.8 83.2

5年% 58 &3 863

(平成5年 度)

既に利用 ・利用予定 3年 % 4年 % 5年 %

基幹回線 口 7 41.2 5 27.8 4 267

足回り回線 5 294 5 27.8 3 2α0

バ ックアップ 修 6 353 7 3&9 7 467

その他 ■ 1 59 1 56 2 la3

平成3年 度(回 答113社)
平成4年 度(回 答119社)
平成5年 度(回 答121社)

既 に利用5.8
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⑤国際ISDNサ ービス利用

既に
利用
口

利用
予定
予定
なし
修

3年度 一 一 一

4年度 4 3 99

5年度 3 5 109

3年% 一 一 一

4年% 38 28 934

5年% 2.6 43 ga2

既に利用・利用予定 3年 % 4年 % 5年 %

基幹回線 口 一 一 2 3a3 3 37.5

足回り回線 一 一 1 1∪7 1 125

バ ックアップ 修 一 一 3 5α0 2 250

その他 ■ 一 一 0 α0 3 37.5
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補 足 資 料

1.全 従業員数

2.接 続端末総台数(今 年度、調査対象外)

3.ユ ーザー総数(今 年度、調査対象外)

4.ア クセスポイン ト数

5.資 本金規模 と業種構成

6.資 本金規模





1.全 従業員数

5

人
未
満
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人
未
満
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未
満
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未
満
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満
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満
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人
未
満
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人
未
満
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人
未
満

1
千
人
未満

3
千
人
未
満

1
万
人
未
満

5
万
人
未
満

5
万
人
以
上

全従業員数 18 29 31 15 13 8 43 55 20 17 23 22 4 2

% 6.0 9.7 10.3 5.0 4.3 2.7 14.3 18.3 6.7 5.7 7.7 7.3 1.3 0.7

平成5年 度(回 答300社)

(%)

[1川 一 一_[[[[[[
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(今年度は、調査対象から除外 している)2.接 続端末総台数
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満

5
千
台未
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1
万
台
未
満

5
万
台
未
満

5
万
台
以
上

3年 度 5 6 7 15 15 22 27 21 24 12 11 9 6

4年 度 4 8 7 19 21 23 33 26 25 11 16 7 8

5年 度 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

3年% 2.8 3.3 3.9 8.3 8.3 12.2 15.0 11.7 13.3 6.7 6.1 5.9 3.3

4年% 1.9 3.8 3.4 9.1 10.1 11.1 15.9 12.5 12.0 5.3 7.7 3.4 3.9

5年% 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

平成3年 度(回 答180社)平 成4年 度(回 答208社)平 成5年 度(回 答 一 社)
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(今年度は、調査対象から除外 している)3.ユ ー ザ ー総 数

5

未
満

10

未満

20

未
満

50

未満

100

未
満

200

未
満

500

未
満

1
千
未
満

3
千
未
満

5
千
未
満

1
万
未
満

暑
未
満

号
以
上

3年 度 16 14 14 27 24 19 29 14 17 7 5 9 1

4年 度 22 16 21 26 32 19 31 16 15 8 6 7 1

5年 度 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

3年% 8.2 7.1 7.1 13.8 12.2 9.7 14.8 7.1 8.7 3.6 2.6 4.6 0.5

4年% 10.0 7.3 9.5 11.8 14.5 8.6 14.1 7.3 6.8 3.6 2.7 3.2 0.5

5年% 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

平成3年 度(回 答196社)平 成4年 度(回 答220社)平 成5年 度(回 答 一 社)

4.ア クセスポイ ン ト数
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5
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未
満

5
千
以
上

3年 度 80 20 11 9 5 12 15 10 1 2 1 0

3年% 48.2 12.0 6.6 5.4 3.0 7.2 9.0 6.0 0.6 1.2 0.6 0

4年 度 77 24 18 8 5 5 22 10 1 1 0 0

4年% 45.0 14.0 10.5 4.7 2.9 2.9 12.9 5.8 0.6 0.6 0 0

5年 度 111 28 15 4 9 10 20 12 4 2 0 0

5年% 51.6 13.0 7.0 1.9 4.2 4.7 9.3 5.6 1.9 0.9 0 0

平成3年 度(回 答166社)
平成4年 度(回 答171社)
平成5年 度(回 答215社)

(平成5年 度)
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5.資 本金規模と業種構成

農
林
・水

産
業

建
設
業

製
造
業

流
通
業

金
融
業

物
流
業

情
報
産
業

丁
ビ

蘂

6
他

計

1千 億円以上 0 0 4 3 0 1 1 0 0 9

200億 円～
1千 億 円未満 0 0 6 1 1 0 3 0 1 12

50億 円～
200億 円未満 0 0 2 2 0 2 8 0 0 14

10億 円～
50億 円未満 0 0 1 3 2 2 29 1 2 40

1億 円～
10億 円未 満 0 0 4 4 1 3 74 2 7 95

1億 円未満 0 2 4 8 1 3 97 5 12 132

計 0 2 21 21 5 11 212 8 22 302

6.資 本金規模
(「資本金」 と 「業種」双方 に回答のあ る企業数302社)

1億 円
未満

1億
～

10億

円未満

10億
～

50億
円未満

50億
～

200億

円未満

200億
～

1千 億
円未満

1千 億

円以上

無回答

計

全体≡ 134 95 41 14 12 9 17 322

% 41.6% 29.5% 12.7% 4.3% 3.7% 2.8% 5.3% 100

(平成5年 度)
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=一 一 、一 二 一≡ ≡ ≡ 一 一 ・F_"一

1億 円1億 ～

未満10億 円
未満

10億 ～50億 ～200億 ～1千 億円 無回答
50億 円200億 円1千 億 以上

未満 未満 円未満

一59一





各 種 意 見

1

9
白

0
0

4

口
U

C
U

7
ー

最近の特筆すべきサービス機能

OSIに ついての期待、問題点、及び要望など

ISDNに ついて今後の利用用途 とその影響

EDIの 普及と推進にっいての意見 ・要望

今後の市場展望 とそれに対応するためのソリューション

最近の新 しい通信技術の実用化等による事業の影響

事業を進めていく上での政策的支援の要望など





n)最 近 の提供 サー ビスの中で、特筆すべきサー ビス機能があれば、 ご自由にお書 き下 さ

い 。

① 基本 的 メデ ィアと言え る音声系 メデ ィアを活用 したサー ビスと、映像や複合 メデ

イアを活用 したマルチメデ ィアを指向 したサー ビスの二極分化が うかがえ る。

② 入 出力機 器の観点か らはファクシ ミリを活用 したサー ビスの多 さが注 目され る。

③ 国際的なサー ビスの観点か らは、 イ ンターネ ッ ト接続サー ビスが注 目され る。

④ その他、個性的な付加価値サービスが提供されている。

① 音声系 メデ ィア ・マルチメデ ィア

・個別 なサー ビスで はな く、複合サー ビスと して提供。

・多地点 間テ レビ会議サー ビス。

・ビデオテ ックスを利用 した電子掲示板が増 えて きている。

・基本通信 の他 にrTV(映 像)配 信 サー ビス」があり、 データ系 と組 み合 わせ た衛星通信

の特徴 を活 か した利用促進のためTV送 信局 と して シェアー ド・ハ ブ局 を持つ。TV配

信+デ ータ伝送 サー ビスを特にrD+V」 サー ビス と呼ぶ。

・NTTダ イ ヤ ルQ2を 利 用 。

・不特定の人 をポケベルで呼 び出 し直接話 をす ることが できる
。 メッセー ジを録音 し、伝

言 を伝え る ことがで きる。 また、メ ッセー ジを入れ ることによ り相手の ポケベ ルを自動

的に コールす る。受信者 はメ ッセージの確認後 、発信者 に対す る返答 メ ッセー ジをその

場で返す ことがで きる。

・駐車場案 内サー ビスは、音声応答、 ビデオテ ックス、パ ソコ ン通信で事前 にア クセスで

き、将来的 にはFAXか らのア クセス も予定 され る。道路上 は、 ブ ロック案内板、個別

案内板、進入案内板の三段階で該当駐車場への案内を分かりやすくしている。

② フ ァクシ ミ リを活用 したサー ビス

・FAX交 換サ ー ビス:蓄 積交換型のFAXサ ー ビス。

・FAX集 信サー ビス(FAX→ デー タorFAX)。

FAX配 信 サー ビス(デ ータ→FAX)。

・FAX 、音声伝送 による企業情報提供サー ビスを検討中。
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・FAX-IN-VOICEシ ステム。伝言 ダイヤル とFAXを ドッキ ングさせ た システ

ムを開発 し提供 を開始。

③ イ ンター ネ ッ ト接 続 サ ー ビス

・SPIN(イ ン ター ネ ッ トサ ー ビス)でIP接 続 を 昨年(1993年)開 始 した
。

・MHS国 際電 子 メール サ ー ビス
。

・現 在試 験運 転 中 です が 、 イ ンター ネ ッ トワー クに よ り電 子 メ ー ル ・FIP・TELEN

ET等 の サ ー ビスを提 供 予 定 して い る。

・イ ンター ネ ッ ト接続 。

④ その他の付加価値サ ー ビス

・ネ ッ トワー ク型POS情 報処理 システム。

・情報提供サー ビスの主体 は、POSデ ータ分析 後のデータ提供 とい うことで、付加 価値

は単なる計算処 理データとは異な るものであ る。

・商店街総合 カー ドシステム。

・不動産情報 システム、配車計画支援 システム。

・GPSの 為のDGPS情 報の提供。

・家庭向け、一 般向けに地域情報の提供。

・中小企業向けボー ドの賃貸 し(宣 伝 ・情報提供 及 びCUG)
。

・金融磯間(主 に銀行)と 対外情報信用会社 との与信データ交換サー ビス
。
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(2)OSlに つ いての期待 、導入 にあたっての問題点、及び今後の普及 にあた っての意見

・要望等が あ りました ら、ご自由にお書 き下 さい。

OSIに っいての意見 は、年 々減 って きてお り、特に今年 は 「期待 」に関す るものが

2件 しかなか った。それ は、 「25.OSIへ の取組」の調査回答に もある通 り、OS

Iに 関 して 「採用予定 はない」、 「分か らな い」とい う事業者が昨年以上 に増加 して

いる事 と も相関 して い る。 これ は、声高の割 には製 品化 や対応が遅 い、相互接続性

を100%保 証 で きるか疑問、あるいは、LANの 標準 プロ トコル と して普及 してい

るTCP/IPと の共存 ・相互接続性や既存の アプ リケーシ ョンか らの移 行の問題な

どが大 きな要因 と推定 され る。

① 期待

・OSIを 利用 しての新 しい通信手順であ るJCA-H手 順の普及度合をみて導入 を検討

した いと思 う。

・業務上必要 にな った時点で導入す る。エ ン ド・ユーザーが容易に導入で きるような標準

化、 イ ンプ リメ ン トが進 む ことを希望す る。

② 導入 に当た っての問題点

・OSI導 入時に顧客ホス ト側のア プ リ変更の負担が大 き く、大規模ユーザ ー しか導入 で

きないのが問題であ る。

・言葉や概念 とい った いわゆる総論が先行 して はいないだろ うか?実 際のユ ーザ ーの利便

性 や コス ト意識 を満たす環境整備 はまだ まだが本音であ る。

・開放 され分散化す ることによ り、安全性 に問題 があ ると認識 して いる。 オープ ンシステ

ムの安全基準作 りとユーザーに対 して これが有償であ るとア ピール してい って欲 しい。

・当社 内での技術力向上が課題であ る。

・メイ ンフ レームメー カー も声高の割には対応で きていない。

・各 メーカーの対応が遅い。 また、マルチベ ンダ とした場 合、相互接続性を100%確 保で

きるのか疑問で ある。

・現在委託 しているVAN事 業者が、いつFTAMを サ ポー トす るか どうかに もよる。
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③ 今後の普及 に当た っての意見

・製品の価格が導入の決め手である。

・OSI標 準 の名前の もとに種類(プ ロ トコル
、 アクセス方式 、 フォーマ ッ ト等)を 増 や

すべきで は無 く、既存のネ ッ トワー クのOSI化 に伴 うRooter/Bridge等Gateway対 応

を推進すべ きであ る。

・TCP/IP以 上には、普及 しない。

・SNAと の性能比較(相 互接続性の観点だけで な く)を 十分 行いたい
。又、OSI導 入

にあたって、その必要性のPR(ベ ンダへの強制力等)を 十 分行 って ほ しい。

・応用 プロファイルでの提供内容 につ いて、理解不足なので啓蒙活動が必 要だ と思われ る。

・ビジネス ・プロ トコルと しての規定 を明確に して
、企業別 の格差がでない形での普 及が

望 ましい。

・インターネ ッ トを構成す るLAN構 築の普及 に、通信機 器(ル ータ等)の 価格が高額な

点 が歯止 めをか けて いる要因に思 う。
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(3)lSDNに つ いて、今後の利用用途 とその影響 についてどの様 にお考えで しょうか。

ご自由にお書 き下 さい。

ISDNに つ いて その利用形態 と影響にっいての質問であ るが、全体 として期待 を込

めた前 向きの意見が多 い。特 に、今後のマルチメディアサー ビスの進展に関連 して 「情

報イ ンフラ」 として の役割 に期待が大 きいと言 える。

(1)利 用形態

利用 に関す るキー ワー ドは圧倒的に 「マルチメディア」であ る。中で も画像 ・映像に

関連 した利用形態 およびサ ー ビスに期待が強い。 また、LAN間 接続お よび他ネ ッ トワ

ークとの接続に利用 したいとす る意見 もある
。

しか し、利用 の現状 は、基幹回線のバ ックア ップと して、 また は足回 りア クセ ス回線

と して、 とす るものが殆 どで ある。

(2)料 金関係

料金 について は、現行の料金を高いとする意見 と、性能 に比 して安いとする意見に分

かれている。詳細 は分 か らな いが、実際に利用 して いる人 は比較的安 いと感 じてお り、

これか ら利用を検討す ると して いる人 は、料金 レベ ルを高 いと感 じていると言えそ うで

あ る。 しか し、パ ソコン通信 など、個人 ・家庭 ユーザ ー向 けと しての利用を期待 して い

る人 か らは、現行 よ り大幅 に安 い料金を希望す る意見が 出されて いる。

さらに、事業者 向けの料金を希望す る意見、また利用形態 による多様な料金設定を望

む意見 もあ る。

(3)そ の他

ISDNの 性能、料金等 に魅力を感 じなが らも、 その利用 導入の効果 と導入 コス ト・

セ ンター設備 などの投資 コス トとの関係か ら、当面慎重 に推 移を見守 るとす る意見 も多

く、導入が急速 に伸 びるとい う状態 にはもう少 し時間がかか る もの と思われ る。

・バ ックア ップあ るいは、ア クセス回線 として積極的 に導入 して い く。

・マルチメデ ィアに利 用 したい。大 きな市場 とな って欲 しい。

・情報機能 の一般への一 層の浸透が十分考え られ る今後 の時代 の中で、情報イ ンフラの一

つ と してのISDNは 、大 きい意味があると思われ る。

・ISDNに ついて言 えば現在 まず、検討をは じめ る際にISDNを その中に入れない企
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業 はないといって良 いと思 う。 コス ト的 に一番魅力的なサー ビスであ る。VAN会 社潰

しと考えて も良いほどで ある。

・申請か ら開通 まで時間がかか り過 ぎる。

・当面 は、企業間の受発注 データ交換 に利用。

・FAX等 の回線 として、利用が拡 大す る もの と思われ る。

・(用 途)高 品質、高速度の通信 に適 して いるところか ら、従来の公衆回線に代わ るフ ァ

イル転送処理 に利用で きると考えて いる。

(影響)用 途 に適 した、回線 と して選択が可能 となる。 マルチメディアを加味 した、足

回 り回線 と して利用が進 むと思われ る。

・利用用途 は様 々な角度 か ら検討中
。 当社 もプロジェク トチーム(小 編成)で 対応中。

・G大 学の関係で、JUNETに 接続す る際、ISDNの 利用 を検討 中。

・ISDNで 使用できる機器が豊富 にな り、早 く安価 にな って ほ しい と考えている。(ア

ナ ログ回線で使用 している機器 と同 じレベルにな って ほ しい。)

・利用 したいと考えるが、今後 ホス トの 強化 に資金 が投入で きるか どうかが不安定であ る。

今後 の運用の見込み次第 で、 どこに設備費をかけるのが第一優先 になるかを判断す る。

・通信料の低価格化。

・現在 の ところISDNの 利用 は必要 ないが、将 来的にサー ビス内容(自 然画像伝送)の

変化 によ っては、ISDNを 利用す ることとな る。

・現状 ではデ ィジタル公衆 回線 と して の利用であ り、B-ISDNの 実現が待たれ る。

・家庭 向け情報提供サー ビスを考え た場合 、マルチメディアサー ビスを可能 とするISD

N回 線の普及 にメ リッ トを感 じてお り、早急 にイ ンフラ整備 と して政策化 される ことを

期待 して いる。

・ISDNに よ り、パ ソコン通信の マルチ メディア化 を考えていたが、費用が高 くつ きそ

うなので実現 は困難であ る。

・テキス ト・音声 ・画像を扱 うセ ンター事業者であ り、ISDN活 用 は必然 と考えて いる。

ビデオテ ックスセ ンターの更改や マルチ メディアの取 り込みの検討 を始 めてお り、 この

機会にINSネ ッ ト64の活用 を図 りたい と考えてい る。

家庭な どのデ ィジタルネ ッ ト化の早期 整備 を切望 している。

・RCS用 の回線 と して費用の面 か ら積 極的に活用 してい く
。

・通信 コス トの削減、新サー ビスへ の対 応等電気通信の利用を考えた場 合、今後不可欠な
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もの と思われ る。

・安価で高速かつ高品質であるので
、企業ユ ーザ ーを中心 にます ます普及す るであろ う。

・大容量通信を前提 とす るマルチ メディアサ ー ビス等を提供す るイ ンフラと して利用 した

い。ISDNの 今後 の普及 によ り、現行の回線提供サー ビスは縮小す る もの と考えて い

る。

・高品質、高速、低料金を活か し、情報処 理の ネ ッ トワー クと して今後 も利用(デ ータ、

画像、音声)を 考えてい く。

・マルチ メデ ィアの分野で発展す ると思 う
。特 に、一般家庭を中心 に伸 びるので はないか。

・ISDNサ ー ビスは、専用線 との費用比較 によ り今後利用(足 回 り回線)す る予定であ

る。

・高品質 なデータを高速に伝送す ることが可能 であるため、画像 を中心 と した使用がな さ

れ ると考え る。 しか し、一般 に普及す るに は、設備投資な どの負担がかか るたあ、 まだ

時間が かか ると思われる。

・当社 はケーブルテ レビに対す る番組供給 を行 ってお り
、今後情報 ネ ッ トワー クサー ビス

を行 う際には、現事業 との親和性 、協調性 を取 りなが ら実現 して い く所存 であ る。即 ち、

情報 ネ ッ トワークサー ビスを実現 させ る際 には、ISDNを 前提 と して考 え るので はな

く、将来 にお けるフ ァイバ ー トゥホームによる通信 と放送の融合の行方 を見 なが ら考 え

て行 きたい。

・USAで は、双方 向通信が町 ぐるみでテ ス トの段階 に入 って いるが、 日本で はCATV

の普及等を見て もわか るように地域で普及す るとは、考え に くいと思 う。NTTが どの

位資金を投入 して、ネ ッ ト64やネ ッ ト1500の 利用拡大 を計 るかがキーであ ると思 う。

光 ケー ブルはかな り設置を終えてい るが末端 まで延ばす とな るとかな りの設備投資 に

な る。今 までのネ ッ ト64の普及 ス ピー ドか ら考 えて相当長期 になると思われ る。国際I

SDNに っ いて は、相手国側でISDNが 普及 している国が少 な く当面 は、USA、 シ

ンガポール等の通信事情が進んでいる国のみ と思われ ます。

・当社サ ー ビスのパ ソコン通信分野での導入 は、利用者側の負担が まだ大 き く、サー ビス

を開始 して も利用 され る度合いが少な いと考 え る。運用 コス ト/利 用機器 の コス トが個

人負担相応 の もの になれば考慮 した い。 画像通信の需要が大 き くな り、国際間の通信が

さ らに有為 に利用 されるようになれば、利用 コス トの面で も現状 よ りさ らに使 いやす く

な る。 当該事業者に考慮 して もらうよ うな道 をっ くってお くことが必要であ る。
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・ISDN回 線使用料金 、機器購入費用の低下 が必要で ある。

・基 本的に利用料金(第 二種電気通信事業者)の 料金差別化を していただ きたい。 自社ネ

ッ トワー ク支局 とのデ ータ入力等 に利用。情報 戦略的に利用できると思 う。同社ネ ッ ト

ワーク間のデータ変更 ・更新時の利用、情報収集 ・交換利用に大いに活用で きる。 また、

ISDN機 器(対 応)の コス トを大幅 に低下 させ、一般化 しっっあ る機器のISDN化

(組み込 み)を 進 めれ ば、ユーザー とのや りと りも高速化で きる。

・ユ ーザーの通信料金 の軽減。

・現在のISDN回 線 の通信 コス トは非常 に高額で ある
。今後ISDNサ ー ビスが普及 し

ていくには、大幅な料金の値下 げが望 まれ る。

・映像情報の伝送 に利用 される。

・画像通信、パ ソコ ン通信などで家庭 に普及 してい くもの と思われ る。

・LAN間 接続用回線 と してINS1500のHo 、H11チ ャネル利用 による大量 データの フ ァ

イル転送 に利用で きれば、新規ユーザ ーの拡大、既存 ユーザーの利用増が期待 され る。

今後、 これに対応の通信装置(製 品)の 多様化及び低価格化を待 ちたい。

・使用料金面 で、 もう少 し安い価格によ り提供 された い。将来への多様 な事業展開がで き

るようにす るため、足回 り回線 について は、今後 もっと光 ケー ブル方式 を導入 され たい。

・大容量のデー タ通信がパ ソコン通信 で も可能 となれば、動画のサー ビスも簡単 に行 える

よ うにな るだ ろう。

・近距離、遠距離を含め、回線利用料を見極 めた上で、LAN間 の接続用 と して導入 予定。

その場合、パケ ッ ト交換で はな く、回線交換 とす る予定。INS1500に つ いて は、音 声

バ ックア ップが公尊公接続の規制があ り、音声 バ ックア ップが 出来ないため、現状 で は

利用予定 な し。

・ラインのバ ックア ップと拡張 に有効 と考え るが、当社 のよ うな狭 い範 囲で は、採算面で

負担が大 きい。

・当社の基幹 ネ ッ トワー クは高速デ ジタル回線であ る。そ こへ接続す る足回 り回線 として

ISDNの 利用が考え られ る。 しか し、ISDNは 一般公衆回線であ るため、その利用

形態にっ いては、専用線以上 に利用料金が かか る。利用形態 によ って いろいろな料金設

定があれば良い と思 う。

・現在、 アナログ専用 回線部分を将来ISDNに 置 き換え るか、バ ックア ップ回線 と して

導入す る ことが考 え られる。
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・動画伝送の一般化が起 こる。個人家庭等への普及 は、テ レビ ・電話等 によ って広 まる も

の と思われ る。

・情報通信の高速化の ため に必要であ るが
、 まだまだ導入、運営 にお いて コス トが高す ぎ

る。ISDN自 体 は、すば らしい ものなので(将 来的 には不 明だが)低 価格化を 目指 し

て欲 しい。

・利用可能 の状態 になれば、使用料金の推移 を見 なが らな るべ く早 く利用 したいと考 えて

いる。(当 面 は、ネ ッ ト64を対象に検討 したい と思 う。)

・LAN間 接続(WAN)で 利用す る
。

・バ ックア ップ回線 にINS64を 利用 しているが
、未 サー ビスエ リア(未 サー ビスにつ い

ては、一般回線 を利用)が あ り、サー ビス開始後切替 えを実施す る方 向であ る。

・今後ISDNが 普及す るには
、パ ーソナルユ ースをターゲ ッ トと した使 いやす い ソフ ト

(メニ ュー)が で るか ど うかであると考え る。企業ユ ースと しては、広帯域、高速なハ

ー ドに シフ トす ると考え るが
、 これ もNTTの メニ ュー次第である。

・音声系 について は
、用途 は拡大す るが番号体 系の変更で影響 があれば抑止作用 とな る。

データ通信 は、一部 の企業で取 り込まれてい る状況で、利用料金及 び設備 コス トが安 く

なれば普及が加速す る。通信を活用 した事業(サ ー ビス業、流通業)が 台頭 して くる。

・ISDNの 普及によ り専用線中心のネ ッ トワー クか ら
、ISDN利 用へ と進む と考 え ら

れるが、次の点が問題点 としてあ るので、 システム構築が進 まない。

①今後の料金面が不 明で ある。

②NTTの 設備投資が不明であ り、 いっで も、 どこで もサ ー ビスが受 け られ る状態でな

い。

③ イ ンター フェイスの機器が高価である。

④ISDNの 利用 の技術が メー カーに不明である。

・既存設備 の償却が進 み
、通信機器等を新規 に又 は増設等 を行 う時、経済的 に有利なIS

DNへ の移行が考 え られ る。 しか し、不況 な時期で もあ るので設備投資 は余程特典が な

い限 り慎重にな らざ るを得ない と思 う。将来的には、画像データの送受信な ど社会的基

盤 として重要 な位置 を占め ると予想 され る。

・企業内ばか りでな く
、企業 間での仕事のや り方が大幅 に変わ る。情報通信 システムがI

SDNに よ って大幅 に変更 され るのは、 もちろん今 まで以上 に様 々なデータを企業間で

交換す る事によ り、企業 自体の業務の仕組みが大 き く変 わると考え られる。
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・料金 の遠近格差が小 さいので、地方 での利用が増え ることにな ると考 えてい る。SDL

C手 順で端末を結ぶ場合、想像以上 にSDLCレ ベルでのや りとりが多 く通信 コス トが

極めて高 くな る。

・パ ケ ッ トは廃止の方向。Bchの 利用を促進す る。

・基幹回線 のバ ックア ップ用 と して、経済的かっ信頼性が高 い。
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(4)EDlの 普及 とその推 進につ いて貴社の ご意見 ・ご要望 をお聞かせ下 さい。

1)EDIサ ー ビス推進 中、又 は2)推 進予定の会社か らの意見 と、3)推 進のための意見

・コメ ン ト、4)行 政 に対す る要望に分 け られ る。

特徴的な意見 と しては、

①EDI利 用時の企 業 コー ド、伝票等の統一化要求、

②普及 させ るネ ックと して現在の不況、

③行政 に対 して、標準パ ッケージ開発の助成、

④EDIの 法的裏付 け要求、

が見 られ る。

1)EDI推 進中

・当社 と して現在EDIFACTの 普及 ・拡大を強化 し
、 これ と併せて当社の国際VAN

サー ビスrEDI-MAX」 を積極的に展開中である。又、国内 において は、EIAJ、CII

標準を中心 に積極 的な展開を図 り、EDIの 普及推進 に貢献 してい く所存である。

・AT&TELS(当 社 の提供 しているメールサー ビス)で は
、EDIも 提供可能であ

るが、本格的営業活 動 は行 って いない。 また、CIIソ フ トパ ッケー ジの開発 も行 って

いる。

・当組合で は、当該業界 にお けるEDI普 及の要件であ る ビジネスプ ロ トコルの標準化 、

統一化の一環 として 、業界商品マスター情報の収集、維持、管理 とその配信サー ビスを

行 って いるもので、業界 における統一 コー ド等の普 及活動が主 な業務である。

2)EDIサ ー ビス推進 予定

・EDIシ ステム構築 支援(導 入 コ ンサルテー ション
、導入支援)を 中心 に、営業 テ リ ト

リー内の各企業にEDI提 供サ ー ビスを実施 していきたい。

・EDIに ついては、積極的 に推進 してい く。

・当社のEDI化 につ いて は
、現在第3レ ベルまで標準化が行われています。業界内取 引

にお いて は、第4レ ベル までの標準化 はあまり必要な いと考え られ る。CII標 準 、E

DIFACT等 につ いては、接続先の業際化が進 み、接続相手が業界標準 と して、CI

I、EDIFACT等 を利用 して いる場合に、 トラ ンス レーターの普及度合いなど も併
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せて利用の検討を進めたい。

・当社 は、旅行関連部会 と してUN/EDIFACTに 参加 し、 イ ンタラクティブ方式の

EDIを 開発中(標 準 の)で あ る。 日本の中で使用で きるもの として構成 して いきたい

と考えている。

3)推 進のための意見 ・コメン ト

3-1)一 般意見

・EDIそ の もの は、進展す ると考 え られ るが、業界標準 とい うよ りも個別企業毎の垂直

的統合VANの 方がよ り進むので はないか。

・ビジネス効率 向上のためには不可欠である。

・EDIの メ リッ トを企業 のイ ンフラと して享受す るためのオープ ンな異企業間データ交

換の可能 な環境作 りが必要で ある。 そのためには、国際化 も視野に入れ た標準 ビジネス

プ ロ トコルの開発 ・啓蒙 を推進す る必要がある。

・業界標準のために も普及す ることを強 く望む。 当社 と してEDIサ ー ビスを実施する予

定 はないが、個々のユ ーザ ーに関 しては、積極的 にEDIを 自社 システムに取 り組むよ

う提 案 していきたい。

・EDIの 普及 は、業務合理化 にっなが るので賛成 である。

3-2)要 望

i)統 一化

・企業 コー ドの統一化が必要 であ る。JAN、 流通 コー ドセ ンター、CIIと バ ラバ ラで

あ り、他のコー ド類 も統一 化、標準化が必要で ある。

・通信 プロ トコルは、統一 されて も伝 票、処理形態が個別企業 ごとに要求が異 なるため、

アプ リケー ションプログラムの開発、修正がそのっ ど発生す る。

・将 来的に普及 してい くと考えてお り、手順の統一 に向けて取 り組んで ほ しい と考えてい

る。

・全国 レベル、業界間 レベルで の標準の統一化を図 って ほ しい。

・現在、業界標準(JCA、 全銀)で 、企業間のデータ交換 を行 って いるが、フ ォーマ ッ トだ

けでな く通信 プロ トコルに至 るまで多種 ・多様 な ものが あ り、た いへん苦労 してい る。

今後、新たにEDI(CII・EDIFACT)が 普及す る際 は、上位の レイアに至 るまで明確な規

定 を定め、運用で も問題がでな い形が望 ま しい。
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・当該業界で は、EDIを 推進 してお り、加入者 は延べ約100社 で あ る。他の業界(EIAJ・

石化VAN・ 共 同VAN等)の 加入者 か らデータ交換を行 いたいという申 し出が きてい るが、

相手の標準 に合わせなければ取 引を停止す ると言われ た当該業界加入者 もお り、業際E

DIはCII標 準 で と考 えて いた当方 と しては、非常 に困惑 して いる。

li)そ の他

・当社の よ うな地域VANに お いては
、EOS以 外のEDIへ の取組 はで きないでいる状

態であ る。業種を またが るEDIの 需要はないが、同業種内でのEDIは 、今後絶対 に

普及 して くると思われ る。 しか し、本格 的に伝票 レスまで到達で きるか どうか、運用す

る人の意識の改革 な ど問題 は多いよ うである。先進事例等 を研究 した後、対応 してい き

たい。

・デー タの消失が起 こり得 ないか又は、個人 プライバ シーが十分保護 されてい るか、デー

タが他 目的で再利用 されないか等不安材料があ る間は、普及 しな いと思われ る。技術的

に、制 度的に資格 を持つにふ さわ しい業者のみが実施すべ きであ る。 また、運用状態を

監査す る法制度 を作 り、国がその内容 を保証す るのが良いと思 う。

3-3)普 及 困難

i)不 況

・普及の遅 れは、様 々な理由が考え られよ うが、総論賛成各論にな ると云 々が この不況下

での現状 である。一企業 と して は、業界標準の各 々に柔軟 に対応 してい くだ けで ある。

・近年の不況 によ り各企業の情報 システムへの投資が手控え られ
、特 にEDIは 実際の効

果が可視的 にな らな い面があ り、拡販 に困難を きた している。

五)ツ ール高価

・既に試験的 に開始 されているEDIを 見て も利用料 が高 くて、 よいツール もコス ト面 か

らの利用が期待 より少ないので、利用 コス トの低減 が望 まれる。

4)行 政 への要望

・行政 自身 の、EDI利 用の促進が必要 である。

・既存の大型汎用機 で取 り組むにはハー ド、 ソフ トの費用が大 きい。W/SやPCで 行え

るパ ッケー ジソフ トが増え ることが必要で、その開発にっ いて援助等 の推進が必要。

・EDIの 発展 と普及 という観点で は、国が所轄省庁を越えて主導権 を取 るよ う要望 した

い。一 企業 また は業界の問題で はないと思われる。
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・早 く正確 に情報 を伝達す ることの効果 はあ るが、相手が中小企業等の場合、ペ ーパー レ

スにな りに くい という問題がある。EDIの 法的な裏付 けや、電子文書 による保管が推

進 され るような環境作 りを希望す る。

・ 「標準」を一 般化 させ るために政策 的に優遇措置を とる。
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(5)情報ネ ッ トワークサー ビス事 業に関する今後の市場展望(市 場 の伸び、競合、収益性

など)、 及びそれに対応す るためのソ リューシ ョン(ア ウ トソー シング等 の新 しいサ ー

ビスメニ ュー)に ついてどの様 にお考えで しょうか。

1).市 場展望

① 市場の伸び

市場の伸びに関 して は、中長期的には伸び るもの と期待 されてい るが、同時に競争 も

激化 してい くもの と見ている。特 に基本通信のように単純 なサー ビス しか提供で きない

業者 は消えてい くとす るもの さえあ る。従 って、情報処理サー ビスのよ うな、よ り高度

なサー ビスを提供 してい く必要があ ると見ている。

② 競合

競争状態 は一層熾烈 になるとい う意見が多 い。本格的な事業展開のためにはある程度

まとまった投資が必要だが、中小規模の業者にはその体力がないので、ニ ッチ分野を求

めていか ざるを得 ないという意見 もあ る。 また料金 のみでは競合で きないのでサー ビス

内容、 アイデアで勝負 したいとす る意見 もあ った。 更に今後、既存の業者だ けでな く、

家電やゲームなどの他業界か らの参入 もあ り、情報 システムに関す る総合力が要求 され

るとす るもの もあ る。

③ 収益性

収益性 に関 して も上記 と同様な見方が多 いが、ハ ー ドウェアの技術的進 歩の激 しさ、

価格 の低廉化、陳腐化 などか ら、 コンピュータ機器、ネ ッ トワー ク機器を使用す る業務

は収益性が悪 いとす る意見 もあ る。

2).ソ リュー シ ョン

① 新 しいサ ー ビス メニ ュー

これ か らの サ ー ビス メニ ュー と して は、 ア ウ トソ ー シ ング以 外 に次 の よ うな もの が 挙

げ られて い る。

一 デ ス ク トップサ ー ビス

ーEDIサ ー ビス

ーLAN間 接続 サ ー ビス

ー ネ ッ トワー ク運 用 ・管 理 サ ー ビス
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一 ネ ッ トワー ク ・コ ンサルテー ション

ー ネ ッ トワーク ・イ ンテグ レー シ ョン

一 個人向けネ ッ トワー クサ ー ビス

② 新 しい市場

高速、大量のダウ ンローデ ィング用サー ビスや、画像通信サー ビス市場をあげる もの

もいる。また、個人向 けの ネ ッ トワークサー ビス市場が 、イ ンターネ ッ ト・サー ビスに

見 られ るごとく立 ち上が りっつあ り、 これに着 目 してい るもの もいる。

アウ トソー シングに関 して は、 これか らの主要 なマーケ ッ トで あるとい う意見 と、ア

ウ トソーシングは日本 にな じみに くいサー ビス形態であ る、 とす る意見があ って対照的

で ある。

1).市 場展望

① 市場の伸び

・市場規模 は拡大を続 け るものの、顧 客ニーズの多様化 によ り、単純 なサー ビス しか提供

で きない事業者 は消えてい くもの と考え る。顧 客のLANやPBX、 さ らには端末 とい

った レベル迄サー ビスを提供 した り、顧客の望む機能 を一括 して提供で きるよ うな実力

のある事業者のみが この業界で生 き残 っていけるのではないか と考え る。

・NTT等 の第一種業者の回線値下 げによ り、単純な リセールは伸 び悩む。

・中長期的にみれば、市場の伸 びは期待 で きると思 う。例えば、基幹系 と情報系のネ ッ ト

ワー ク化や教育 におけ るマルチメデ ィアの活用等が考え られ る。但 し、競合は少なか ら

ず発生 し、収益性 は必ず しも楽観で きない。

・ハ ー ド・ソフ トの技術革新 とネ ッ トワー クの発展 によ り、市場 は拡大す る。

・市場拡大の要因と して、 コス ト(原 価)の 低廉(化)が 大 きい。

・ネ ッ トワー ク利用料の一層の低廉化 こそが、市場拡大への最重要要素 と考 えてお り、国

内均一料金が希望で ある。

・地方都市 における情報 ネ ッ トワークサー ビス事業 は、中小 ・零 細企業が多いだけにハ ー

ド機器 の低廉化、通信 サー ビスメニ ューの拡大によ り、新 たな市場が発生 し始 めて いる

時期であ る。今後 はさ らに これが進展 し、市場 は伸 び るが収益性 にっいて はまさに薄利

多売(デ ータ量 は、増え るが単価 を安 くしないと普 及 しない。 また システム開発 ・販売

につ いて も同様にパ ッケージソフ トの シェアが増加す る)の 時代 を迎えた と言えよ う。

一76一



・ユーザーの実需が伸 びず市場 の進展 には一定の時間を要す る
。

・現在は不況のあお りを受 けてい るが、長期的に見れば、市場 は伸 びる。 しか し、参入す

る企業 も多 くな り収益性 は、あま り良 くない。

・コ ミュニ ケーシ ョン ・ハ イウェイ開発への展望 は
、大 いに期待 され るところで ある。た

だ し、ハ ー ド部分だ けが、ひ とり歩 き しないよ うソフ ト利用者のオ ープンな提案 によっ

て、必ず輝か しい未 来が開け ると思 う。

・現状 のままで は、マ シンコス トも高 く一般的に普及 しない と思 う。 また、今後 は通信手

順 の統一等が考 え られ るが、 まだ まだ情報提供企業が高額でサ ー ビスを提供 して いるた

め、一部の利用者 を除 き普及 しに くい状況である。

② 競合

・ISDNの 普及 や、競合の激化 に伴 い、基本通信サー ビスは、事 業の核 と して はな り得

な くな り、今後 は情報処理 ホス トを中心 とした、よ り高度な情報処理 サー ビス提供ヘ シ

フ トして行 かざるを得 ないと考 え る。

・市場 における情報化投資の抑 制 ・選別 といった状況 は
、継続す る もの と予想 され1一 方

で は、第一種事業者の電話料金値下げ競争 に代表 され る様 に、競合上の価格競争 も一層

熾烈化す る事が想 定 され、困難 な事業運営を余儀な くされ るもの と考え る。 こう した事

業環境 にあって、企業の経営合理化、 リス トラの ツール と しての アウ トソー シングや電

子メール、EDIサ ー ビス等の拡大が考え られる。

・既存の事業者 のみでな く、他業種(ゲ ーム機、家電等)か らの参入 もあ り、市場 は従来

の枠か らはみ出て発展 して い く。多様化 してい く情報 システムの総合 力が必要 とな ると

ともに、特定分野 に特化す るの も方向であ る。

・まとまった投資 を しないと本格的な事業化 は困難 と思われ るので
、当社の ような小規模

企業に は競争参入の余地 は少 ない と考えている。市場規模 は、拡大す る もの と思 うので 、

あ くまで もニ ッチ分野でのサー ビスを考えてい る。

・情報通信基盤が整備 されないと、当社の よ うな情報提供型の企業 は、伸 びが見込 めない。

大手 と渡 り合 うに は、開発費等 も足 りな い状況であ る。

③ 収 益性

・ユ ー ザ ー との コ ミ ッ トメ ン トの度 合 いに よ って
、0～100%ア ウ トソー シ ング と して受 注
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す るとい う対応の取 り組 み姿勢 は変 えず にい く方針であ る。当社 の事 業 はあ くまで もユ

ーザー向けのサー ビスと考 えて いる。収益性はサ ービスの付加価値 向上 に伴 う収入増が

顕著であ る。 コス トダウ ンの成功 によ り、サー ビス原価 も下が って いる。

・市場 は、参入企業の増加 により過 当競争 を招いてお り、料金面の競合で は、採算が合わ

ないため、サー ビスでの差別化によ る競合 とな ると思われる。

・情報 ネ ッ トワーク事業 は、一般 的に収益性が期待で きない反面、多額の資金を必要 とす

るため、で きるだけ公共的 な事業 と してい く必要がある。

・トラフィ ックデータの少 ない企業 にとっては、 プライベー トネ ッ トワー クはペ イ しない。

これに代わ る公衆網 での付加価値サー ビスの早期提供が望 まれ る。

・単純 な情報ネ ッ トワー クサー ビスを提供す るので は、他社 との競合 が避 け られず、収益

性 に も問題が出て くる。 業務面での知識 に磨 きをかけ、同業他社 にないユニー クなサー

ビスを提供す る事 により、独 自性 を出 して事業 を進めて行 きたい。

・コ ンサルテーシ ョン、運 用受託等のサ ー ビス以外の業務 は、競合が激 しく収益性が良 く

な い。 また、 リモー トコ ンピューテ ィング、情報処理サー ビス等 コ ンピュータ機 器、 ネ

ッ トワー クを使用す る事業 は、ハ ー ドの技術的変化、陳腐化が著 しく収益性が悪い。 当

社 は、ア ウ トソーシングの中で コンピュータ設 置場所の提供、運用受託、 ネ ッ トワー ク

管理を中心 に事業展開 を考え る。

2).ソ リュー シ ョン

① 新 しいサー ビスメニ ュー

・新 サー ビスと して、ネ ッ トワーク機器を含めたデス ク トップサー ビスを計 画中。

・基本通信サー ビスは第一種業者 との境界があいまいであ り、競争 が激化 して くる。従 っ

て、今後の市場 の伸びの期待で きる分野 と して は、EDI等 の付加価値 サー ビスおよび

ユーザーの要求 に合 うサー ビスを提供す るアウ トソー シング ・サー ビス等 と考 えて いる。

・ネ ッ トワーク以外の付加価値 サー ビスが重要である。

・ネ ッ トワーク形態が、ホス ト集 中型 か ら分散処理型 に変化 しっっあ り、 ダウ ンサ イジン

グによ るオフコン、パ ソコ ンが汎用型 に取 って代 わろうと して いる現在、LAN間 接続

が要望 され る。

・アウ トソー シングはネ ッ トワー クの運用 ・管理の面か ら見て も効率的 と考え られ るので

有望 と思われ る。
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・衛星通信の特徴が活かせ る市場を中心(非 常 にニ ッチなマーケ ッ ト)に 利用 され、伸び

て はいる。地上系 との競合 を避けなが ら補完的な位置付 けと して地道にや って行か ざる

をえない。

・将来 とも市場 は拡大す ると想定 している
。今後 は、ネ ッ トワー ク管理を充実 していきた

いと計画 して いる。

・ソ リューシ ョン内容 も
、千差万別の ものが生 じるなど、パ ソコンを通 した新 しい ビジネス

を考 えて いる。

・アウ トソー シングの受 け皿 となることは、一事業 と考 え実施 して いる。

・ゆ とりと豊か さのあ る生活 を享受で きる人本位の社会 を実現す るために
、必要 な地域高

度化推進事業 に取 り組む ことをテーマに、複合 メデ ィアを取 り入れた事業展 開を図 る考

えで ある。

・ネ ッ トワー クの運用 管理業務を中心に市場 と して充分将来性があ ると考えて い る
。

・今後 は個人への情報 提供が多 くな り、個人ユーザーを対象 とした市場 の伸 びが著 しくな

るであろ う。 その反 面競争 も激 しくな り、サー ビスの内容につ いて もアイデアが要求 さ

れ るであろ う。

・各企業が個別 に構築 して いるネ ッ トワークは
、大切な イ ンフラと して今後 も発展 ・保持

してい くことが必要 である。今後 は、何 らかのネ ッ トワー クへの接続 を考えず に システ

ムを開発す る ことは、出来な くなって くると考 える。当社 と して も、 コンサルテ ィ ング

や アウ トソー シング等のサー ビスメニ ューを開発 し、積極的 にネ ッ トワー クを活用す る

ビジネスに参加 して行 きたい。

・各企業 の情報ネ ッ トワークの高度化及び無人化 によ る運用時間の拡大 によ り
、ネ ッ トワ

ー クの運用管理 サー ビスが注 目されて くると考え る
。

・ネ ッ トワー クは、今後 ます ます拡大 されてい くと考 え る。単なるサー ビス メニ ューの一

項 目の提供 ではな く複数 サー ビスを組み合わせた総合的 ネ ッ トワークソ リュー シ ョンの

提供が ビジネス拡大 のポイ ン トになると思 う。裾野ユ ーザーに対す るコンサルテー ショ

ンの提供を考え たい。

・LANの 対応(特 にNET64等)を 積極的に考 えて行 きたい。

・情報 ネ ッ トワー ク化 の機器(媒 体)に 関係な く
、 コス ト・ス ピー ドの面で各企業 に、一

般家庭 にネ ッ トワー クサー ビスの波が訪れ るもの と考 え る。最終的には、ユーザ ーが利

用 しやす いメ リッ トのあ る媒体でのネ ッ トワー ク事業 が高 い収益性 を産み、サー ビスに
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応 じた事業者が増加す る。情報 自体の ジャ ンル(種 類)、 地域に応 じたサー ビスで事業

が成立す る。

・コス ト意識 の高 まり、情報通信技術者の確保の困難性を考えると、ア ウ トソーシング等

の市場 は伸びて くるもの と考え られ る。

・市場展望 については、今後 しば らくは予断 を許 さない状況 にあると思われ るが、業界で

の生 き残 りのためには、 システム構築 に少 しで も多 くの付加価値をつ けてい くか にかか

ってい る。 このための システムイ ンテ グ レー ション技術 を自社 にいか に保有す るかが重

要 にな って い く。

・個別のサー ビスメニューの提供の時代で はな くな って きて いる。 ユーザーの トータル的

な要求の中で、最適 な ものを自社又 は他社のサー ビスを組 み合わせて い くことが必要で

あ る。

・複数のネ ッ トワークよ り、ゲー トウェイやネ ッ トワーク接続 をす ることによ って、 自社

作成 データベースだけで な く、他の ネ ッ トワークでサー ビス して いるデータベ ース も今

後 サー ビスす る方向である。

② 新 しい市場

・情 報通信事業 とコンピュータ処理 を併せたア ウ トソー シングが今後進展 してい る。

・あ る程度の業績 は上が るであろうが、ア ウ トソーシ ング自体が 日本の企業体質に合 って

い ると思 えない。精神論 とは全 く対 極 にあ るものなので、契約に基づ いて とい うの は、

ど うもうま くい くとは思えない。

・アウ トソー シング事業 にっいて は、積極的 に取 り組んで行 く予定。

・カラー画像等、今後 ます ます大容量デ ータを扱 う機会が増 え、通信手段 の高速化が望 ま

れ る。そのニ ーズに伴 い高速 ・高密度の ネ ッ トワー クが要求 され るであろ う。

・ハ ー ドウェアの低価格 ・高機能化 によ り、 アウ トソー シング等 は逆 に減 ると思 う。それ

よ りも、個人毎の移動体通信を利用 した個人への情報提供サー ビスが増加す るので はな

いか。

・ア ウ トソーシングの一環 と して全 国展 開企業 に対 して、情報処理 サー ビス メニ ューと し

て提供 され、収益 も見込 めると思 う。

・当機構 に関 しては、今後 も情報ネ ッ トワー クサー ビス事業 は拡大す ると考え る。ユ ーザ

ーのニーズはよ り高速 なア クセ スと
、多量データの ダウンロー ドに移 ると考え られ るの
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で、ネ ッ トワー クを強化す る必要がある。

・グローバルネ ッ トワーク企業 と して世界の各拠点 との連携を基 に、 ワール ドワイ ドなア

ウ トソー シングビジネスに積極的に取 り組みたい。

3).そ の他

・ユ ーザーの設備軽減 を図 るため、ネ ッ トワー クを利用 した分散処理の方向で提案。

・当社 は第三セ クター会社であ り、その特徴を活か し地域情報化セ ンター と して生 きる。

・中途半端なネ ッ トワークだ と見通 しは暗 い
。

・ソ リュー ジ ョンビジネスと して現在展開中であ り、今後 も市場ニーズに対応す るサー ビ

スを提供 してい く予定であ る。

・グルー プ企業 内の基盤整備 を考えている
。

・今後 大 き くな って行 く分野で ある
。

・企業内 プライベー トネ ッ トの発展 は
、 これ までは効率の面で効果が あったが、今後 は社

会的イ ンフラの発展が望まれ る。 どこで も、誰で も、 どの ような規模 にあ って も、 自由

に選 択利用 で きるネ ッ トワークサー ビスの充 実を促進願 いたい。

・少 しつつ拡大 して い くと考え、市場動向やネ ッ トワー ク基盤にっいて研究中である。

・社会的基盤 と して、 ネ ッ トワークが普及す るのは、今後 ますます重要にな って くる。 し

か し、ダ ウン した時の影響 も大 き くなる傾向にあり、高信頼性 を保 ちつつ、低価で利用

で きるよ うな仕組みが必要だ と思 う。初期 の電話機普及の ように申 し込 めば詳細 な、 ま

た技術 的な事 は知 らな くて も手軽 に利用で きる状態になるのがよい。

・システム開発 にお いて、運用を含めたシステム構築を進めてい くことが利用側の利点が

大 き くなる。 また、 コス ト減 は、 これか らの状況か ら必須であ るため効果 的な システム

を構築す るには、利用者が トータル的に考え る必要が ある。

・現在 は、業務 に占め る割合が5%だ が、2年 後 に全体の60%ま で持 って い きたい。

一81一



(6)最近の新 しい通信技術の実用化(移 動体通信 ・フ レーム リレー等)、 及び最近 の急速

なダウンサ イジングとオープ ンシステム化、イ ンターネ ッ トの進展 によ る事 業への影響 、

及びそれへの対応につ いて もご自由にお書 き下 さい。

昨年に比べ2割 多い74の意見が寄せ られ、技術動向への関心の高さが窺える。

全体の意見を次のように分類した。

1)新 技術 と事業との関連

①事業 として、積極的に新技術に対応していく。

②システムの更改時期に対応を検討する。

③コス ト面等対応を検討中である。

④何らかの影響がある。

⑤あまり影響はない。

2)そ の他

1)新 技術 と事業 との関連

①事業 と して、積極的 に新技術に対応 して い く。

・イ ンターネ ッ ト事業を本格 的に進 め、 中核事業に育 てたいと考 えて いる。

・新たな市場機会 として フ レーム リレーの投入や、他事業者ネ ッ トワー クとの相互接続等

積極的な対応 を図 って いる。

・ダウンサ イジング化、オ ープ ンシステム化の急速 な進展 にっいて は、出来 るか ぎり対応

してい く予定であ る。

・有線系 と無線 系の 自由なデータ交換 は、今後のキーアイテムとなると思 う。当社で は、

全ての設備環境 はEWS/PCで 統一 し、種 々最善の ツールを利用す る努力を してい る。

・移動体通信、 フ レーム リレー等の新技術 につ いて は、実用化の動 向に併せてサ ー ビスを

提供 して い く考 えである。

・技術動向 とユーザーニ ーズを勘案 し、同業他社 に遅れを とることの ないよ う対応 を図 っ

て いきた い。

・当社の特長 と してオープ ンシステムの ソフ ト開発が あ り、 さらに拡大 して行 きたいと思

う。

一82一



・常 に最 先端技術を利用 しなけれ ば
、企業間競争 に勝て ないと考 え、実行 して いる。

・技術の進歩 に対処 す るために、常 に投資が必要である。特定の分野 に的を絞 って、 その

分野で優位性 を保つ。

・情報 ネ ッ トワークサ ー ビス事業 は常 に技術革新 と共 にその新 しい技術 を使 ったユーザ ー

ニーズに応 え られ る ものでない と脱落す る。ただ、 「ネ ・オ ・ダ ・マ」の言葉が余 りに

も先行 しす ぎ、本当のユーザーアプ リケーシ ョンの要求 を見ていない現状 に若干問題視

して いる。

・ネ ッ トワー ク網への フ レーム リレー交換機
、セル リレー交換機の導入 による新サー ビス

の展開。またネ ッ トワー クの コス ト低減が今後の課題 である。

・ダウ ンサイ ジング、オープ ンシステム化 は現 システムの更改時 に大 き く影響す ると考え

てお り、運営経費削減のために積極的に対応 してい きたい。

・現在の フレーム リレーを使 ったニュー ビジネスを企画 中であ る
。

② システムの更改時期に対応 を検討す る。

・システム(ハ ー ド)更 改直後 なので、次期更改時にダ ウンサイ ジングにつ いて考慮す る。

・次期 システムにて
、検討 中で ある。

・フ レーム リレー伝送方式等の よ り価格/性 能比がよい通信技術 が出現すれば、当社の設

備取 り替え時期 に合 わせて その技術を導入 したい。業務処 理に適 したダウ ンサイ ジング

も急進す る もの と考 え られ、当社 と して も技術動向 を見なが ら対応策を進 め る必要があ

る。

③ コス ト面等対応 を検討中であ る。

・便利 になるものに対 してのユーザーの反応 は早 く、 また、費用面 を含めて検討 は始 まっ

ている。 しか し、 「費用」が効果を下回 らない限り根づ くもので はない。 「移動体 はま

だ高 い」 「フレーム リレー は料金が見えない」 「ダ ウンサイ ジングは費用 が見えない」

「イ ンターネ ッ トワーキ ングは少 し広が りが出て きた」 と、 こん なところで しょうか。

・イ ンターネ ッ ト接続 は検討 中であるが、動向を注 目 して いる。

・いわゆ る 「ネ ・オ ・ダ ・マ」を捉え、事業を展開す ることは必然であ る。 ただ し、投 資

効率 を重点 に考 えざ るを得 ない。

・オープ ンシステム化 の動向拡大 は
、ネ ッ トワークサー ビスの新たな需要を もた らす もの
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と して期待す るが、イ ンターネ ッ トやMHSの 普及 は、従来のEDI、 電子 メールサー

ビス等に少 なか らぬ影響 を もた らす と考えてお り、対応 を検討中であ る。

・移動体通信 やフ レーム リレーなどの新 しい通信技術 は、 コス ト面での折 り合 いがっ けば

積極的 に活用 していきたい。急速 なダウ ンサイ ジングやオープ ンシステム化について は、

最新動向に注意 は払 って いる ものの、積極的な活用 について は、 いま一 つの感がいなめ

ない。

④何 らかの影響があ る。

・通信技術の多様化 は、事業の重点をネ ッ トワークか らアプ リケー シ ョンに移 さざるを得

な いことを意味する(ネ ッ トワークで は差別化で きない)。

・オープ ンシステム化の進展 によ り、LAN間 接続(WAN)が 普及 、高速 ・大量通信の

需要が増大 し、従来の回線提供用設備での対応が難 しくな って きてい る。

・新技術の実用化は、今 までの情報 ネ ッ トワー ク事業の常識 を覆す可能性 を持 っている し、

急激なダ ウンサイ ジングの進行 は既存技術の崩壊を早めて いるよ うに も見 え る。ネ ッ ト

ワークの高速化 とい った現 実の課題 に対処 しっっ(今 とな って は遅 い感 もあ るが)、 既

存の概念に とらわれな い市 場で、必要 とされている機能 を満 た した全 く新 しい情報網の

構築 に着手すべ きだと考え る。

・メイ ンフ レーム系での情報処 理サー ビス形態か ら、本格的な分散 ・並列処 理にな ると、

ネ ットワー ク(特 にSD回 線 ・専用線で組んでいる)体 系の見 直 しが必要になる。場合

によ って は、専用線の比重が少な くな るか もしれない。

・提供サ ー ビスの強化、新規サ ー ビスの提供 に当た って は、よ り新 たな技術を より早 くサ

ー ビスに取 り入れ る必要があ ると考えてい る。 このため には、出来 るだ け自由で公正 な

ビジネス環境 を整備す ることが必要 と考 え る。

・新 しいアプ リケーシ ョンの創造が特 に必要である(発 想の転換が必要)。

・従来の汎用型SE要 員 よ り、 オープ ン ・ダウンサ イジング化 に対応で きる要員への切替

・教育 を急務 と考えてい るが 、収益 を確保 しつっ推進す る必要上、当面 は営業の強化を

行 い、顧客を確保 しつつ要員育成 を図 って行 きたい。

・ネ ッ トワー クの複雑化に伴 い、障害時の切 りわけを行 う人材が少 ない。

・衛星系の技術が地上系通信技術 の進度 に追 いつかない。衛星先進国であ る米国製品の積

極的採用を考え る必要があ る。 コス ト的に も安い。

一84一



・移動体通信 に関 して、アプ リケー ション分野 が拡大す る もの と して大 いに期待 していた

が、現在は利用者のモラルが問われて いる様 な感 じがす る。本来、端末(ノ ー トブ ック

型パ ソコン等)を 手軽 にホス ト端末 とす る接続点 と して移動体通信機器を評価 していた

が、実際のアプ リケー ションに反映 させ るには我々 も事例研究等が必要だ と考 える。

・ダ ウンサイ ジングは今後 も進展 し
、情報ネ ッ トワー クサ ー ビス事業 にお いて もその活用

によ り、料金体系を低減で きれば新 しい ビジネスが可能 とな る。

・ 「新 しい通信技術の実用化」 とあ るが
、利用技術にっ いて はまだ これか らである。ダ ウ

ンサイジング ・オープ ンシステム化は、 システム導入の コス ト削減 に貢献す る。 そ して

イ ンターネ ッ トな どのネ ッ トワー クの広が りにより、新 しいサー ビス形態が出現す るで あ

ろ う。そ うなると、VANセ ンターの役割 も変わ り、導入す るハ ー ドも変化 し、社員 の

新技術 の習得 も今後 の課題の一 つ とな る。

・当社が開発及 び運用 して いるシステムは、大規模であ りまた膨大 な顧客データベースを

保有 して いるため、急速な システム変更は困難であ るが、親会社の意向を受 けつつ新技

術の導入を進めてい く事 にな ると思われる。

・コ ンピュー タの小型化 により
、 コンピュータ設置スペースサー ビスは伸 びて いない。

・企業 リス トラに係わ るコンピュータシステムの統合化等 によ り
、当社への アウ トソーシ

ングをやめ るユ ーザー も出て きて いる。

・ソフ ト業では、分散開発を実現す る環境 と して フレーム リレーによ るLAN間 接続の実

現 や移動体通信 も活用 したユ ーザーサー ビスの充実が求 め られ る。多数の他企業間の情

報交換の手段が増え、活発 にな っているが通信 コス ト増がでてお り、削減事 務に追われ

て いる。

⑤あま り影響 はない。

・急速 なダウ ンサイ ジング化は
、 メーカーや一部団体が、雑誌等で報 じてい るが具体的に

は各企業では、 ビジネス分野 にそれほ ど利用 されてい るとは思え ない。従 って、実態 を

見 なが ら着実 に進めて行 きたい。

・オープン ・ダウ ンサ イジングを基幹業務へ適用 した際のセキュ リテ ィ対策 に一抹 の不安

を抱いてお り、将来への課題 とすべきと思 う。

・事業の性格上 、汎用 コンピュー タに依存せ ざるを得 ない面があ り、事業を展開す る上で

利用で き、投資効果 の見込め るものであれば取 り入れて いきたい と考えてい る。
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・各社 とも試行錯誤の段 階ではないか と思 って いる。

・利用者により早 く、便 利 にな って いるが、サー ビス(ネ ッ ト)が 多様化 しす ぎて まとま

りが取れず、 コス トの低下 までつ なが らない。機器媒体 で も、互換性が少ないので、互

換性のあ る機器の開発 ・サ ー ビスの開始を急が なければ、急激 な伸 びは見込めない。

・特段、影響 を受 けて いる と考えていないが、アプ リケー シ ョンの経済性 か らユーザー と

共 に対応 しよ うと して い る。

2)そ の他

・ISDNに 対応 した処理 負荷 の軽 い通信 プ ロ トコルが必要であ る。

・コス トダウ ンと情報 リテ ラシーのた めには、 この分野は今後重要 となる。

・動 きが速す ぎて姿がっか めません。

・パ ソコンLANシ ステ ムへの取組強化を図 る。

・当社グループのJANネ ッ ト1型 のイ ンター フェイス公開によ るオープ ン化(仕 様 は統

一化)を 目指 しているが 、あ くまで もPOSメ ーカー各社への統一規格(ソ フ トウェア)

の提案 と して捉えてい る。

・全てにコス トパ フォーマ ンスが要求 され る。 よって早期 に業界標準製品が拡充 され、低

コス ト市場が確立 され ることを望む。

・ます ます加熱す る事 は、よ い事 だと思 う。ただ、対応 してい く設備投資が、多額で地方

の一企業で はかな り負担 とな る。特 に、 インターネ ッ トなどは、 まだ公 開されていない。

・ダウンサイジ ングの急激な拡大によ りLAN間 接続の重要性 が増大 してい るが、回線 費

用が割高なため容量の大 きな回線が利用 しに くい。 このため、 レスポ ンスに影響が想定

される。

・当社は、音声処理をメイ ンに考えているので、NTT回 線が安 くな り(基 本料、通信料

と も)、 ハー ド・ソフ トの コス トも安 くなれば様 々な音声 ビジネスが増え る。

・OSIに っいて は、既存ハ ー ドに対す るOSI技 術の開発 には莫大な コス トがかか り、

少 々無駄な様 な気がす る。

・モータリゼー ション社会 の進展 に併せて、移動体内での情報利用 は一層進 む もの と考 え

ており、 「無線 」+「 公衆網」のネ ッ トワー ク化、 また、映像情報を含むマルチ メデ ィ

ア利用を可能 とす るB-ISDNに 期待 してい る。

・フ レーム リレーにす る展開 について は、興味を持 って いる。
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・ダウ ンサイジ ング、 アウ トソー シングの展開には、ネ ッ トワークの充実が前提 とな るた

め、 さ らに通信事業 に対す る需要が増加す るで あろ う。

・移動体通信 によるデータ通信の実用化状況 にっいて、紹介 してほ しい。

・LANの 構築 ・WANと ネ ッ トワーク花盛 りの感 があるが、本当の意味でLANが 成功

しているユーザ ーが どの程度 いるのか知 りたい。LAN・WANの 取組が ネ ッ トワー ク

事業 の成否 を握 ってい ると思 う。

・通信技術の高度化 に は、大 いに期待 して いる。特にマルチメデ ィアサー ビスを実現す る

上で、高速な全 国規模 のイ ンフラの構築の実現 に負 うところが大 きい。

・機器価格が安 くな るの はいいが、既存の機器の陳腐化 が問題であ る。

・当組合の システム は、オープ ンアーキテ クチ ャの システムであ るが、情 報産業界 は閉鎖

性が強いので、公共 的な事業 としての発展が難 しい。

・ダウンサイジ ングとオー プ ン化 は今後益 々発展す ると思われ る。特 に汎用機 といわれ る

ホス トコンピュー タの小型化 と処理分散が進み市場 に残 るのは、大型 コ ンピュータとパ

ソコンとな り、それを接続す る通信網の整備 は重要 とな る。 イ ンターフェイスの共通化

とOSの 簡素化に よ り、端 末 と してのパ ソコンが個人や会社の 区別な く広 く使 われ るこ

とにな ると思 う。

・販売単価の低額 化。

・移動体通信へのニーズ は、今後急激に増加す るもの と思われ る。

・急速なダ ウンサイ ジ ング化、当然予想 された所です。利用者 の最 も望んで いるソフ ト面

に絞 って、実用的ハ ー ドの開発を取 り揃 えるべ きであ る。 「あれ も、 これ も」の欲張 っ

たハー ドの開発 は、結局 自分の首 を締める結果 になる。

・移動体通信 に関 して は注 目 して はいるが 、結局、情報通信を当方で は、 テ レビに例えて

考えている。 きれ いに写 る ・写 らない(新 技術)で はな く、汚 くて も、必要な情報が あ

れば普及す ると考えて いる。よ ってハー ドよりもソフ ト面に力を入れるべ きだ と思 う。

・オープ ン化、 イ ンターネ ッ トは実際に急激 に進み、普及 しっっあることを体感す る。 し

か し、それを支え る技術 ・ノウハ ウが この"普 及"を サ ポー トす る形 になっていない。

大学等一部の 自らの利用な り ・研究成果のために蓄積 されているが、新た な利用者への

普及をサポー トす る人材 は極 めて薄い。 このため"形"だ け進んでい るが、その良 さよ

り、混乱 という害の方が多いよ うに感 じられ る。

・遺伝子情報や地球環 境情報 など ワークステー シ ョンによるデータベースの構築によ り、
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今後、画像情報や動画 ・音声情報を取 り入れたデータベースの構築 が見込 まれる。 この

ため情報通信 において も、 これ らの通信が可能なB-ISDNや イ ンターネ ッ トの構築

が急務であ る。

・オープ ンシステム化 と騒がれて いるが 、実態 は従来のプ ロ トコルに更 に新 しいプロ トコ

ルが加わ り、ますます複雑 にな って きている。従来の通信機器、通 信 ソフ トとの互換性

があ り、統合 したプロ トコルがで きない ものか と思 う。取 引相手毎 に異な る端末機を使

うのは不経済である。

・安価 な携帯電話の出現を望む
。オ ープ ンシステム化 にっいて は、今 後 と も流動的であ り

動 向を注視 したい。

・ダ ウンサイ ジングやオープ ンシステ ム化 にっいて も
、エ ン ドユーザー側、管理の問題、

特 にメ ンテナ ンスや障害時の対応 にっ いてエ ン ドユ ーザー側のスキルや コス トを考慮 し

なければ トータル的に コス ト増 とな る為、集中処理 と分散 との切 りわ けが難 しい。

・通信 コス トのコス トダ ウン化 とプロ トコルの標準化。

・ネ ッ トワー クのイ ンフラ部分の整備、構築が必要。
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(7)情報 ネ ッ トワークサ ービス事業 を進めてい く上での問題点、政策的支援 、行政 に対す

る要望(規 制緩和等 も含む)に ついて ご意見 をお聞かせ下 さい。

1)政 策的支援に対する意見

①設備投資に対する補助 ・減税

②ビジネスプロトコルの標準化の推進

③地域情報化促進の支援

④ネットワーク技術者の人材育成支援

⑤高度情報通信インフラの整備

⑥その他意見

2).行 政に対する要望(規 制緩和等を含む)

①現状の法規制の緩和に対する要望

②行政改革への期待

③税制上の優遇措置及び低利融資

④利用料の軽減

⑤その他意見

1).政 策的支援

〔設備投資に対する補助 ・減税〕

・通信機器の二重化、迂回ルー トの設置策、ネットワークの信頼性確保の為の投資に対す

る補助 ・減税。

・新しい情報網の構築のみならず、既存ニーズに対応していくだけでも多大な投資が必要

となる。ある程度の淘汰は必要だと思うが様々な意味で残るべき事業者が残る為に必要

な優遇措置について検討願いたい。

・情報化設備投資に対する補助、減税を政策的に支援して頂きたい。

・設備投資に対する補助、減税及びビジネスプロ トコル標準化の推進が必要である。

・設備投資に対する補助 ・減税。

・設備投資に対する支援。

・流通業における中小事業者に対する情報化促進の支援措置(設 備投資等に対する補助)
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・現在 は、利用者側の設備投資により事業が成 り立 っている。事業の拡大のために利用者

側設備(コ ンピュータ、網制御装置)に 対す る資金 的援助、税制面での優遇措置等 を考

えていただ きたい。

・ネッ トワー ク技術 も日々進歩 して いる し、新 しい事を始 めるとな ると多大 な設備投資が

必要とな って くる。 そ こで、設備投資 に対す る補助 ・減税 とい った支援 を期待 した い。

〔ビジネスプ ロ トコルの標準化の推進〕

・設備投資に対 す る補助、減税及び ビジネスプロ トコル標準化の推進が必要 である。

・通信プロ トコルの標準化 の推進を望 む。

・OSIを 最小 コス トで展 開すべ く、機器数及 び通信 ソフ トの標準化(普 及版 タイプ)を

強力に推進 してほ しい。

〔地域情報化促進の支援〕

・地域情報化促進の支援。

・公共的地域VANに 対 し、国 ・県 ・市な どの行政 システムの委託、 アウ トソー シングな

どが促進 され るよ うな政策を要望す る。 また、国 ・県の持 って いるDBの アクセスポイ

ン トなどの利用 も して頂 きたい。

〔ネ ッ トワーク技術者の人材育成支援 〕

・オープ ン化 に対応で きるSE育 成上 の支援を望む。

・ネ ッ トワー ク技術者の人材育成 に対 す る支援。

・ネ ッ トワー ク技術者の人材育成支援。

〔高度情報通信 インフラの整備〕

・高度情報通信 イ ンフラ(ISDN、B-ISDN等)の 早期全国整備の支援 を要望す る。

・米国ではイ ンターネ ッ トワー クが非常 に成長 してお り、学校 ・公共機関 だけでな く商用

イ ンターネ ッ トさらには、近年個人利用 まで進んで いると聞いている。 これは国家的指

導 によりイ ンターネ ッ トが構築され た背景が あ り、 日本の現状 とは大 き く異 な った点で

あると言 え る。 日本において も国家 ・NTT等 が強力 に支援体制を作 り推進 して い くべ

きで はないで しょうか。

・日本 にお けるVAN事 業の発展には、 イ ンフラと しての 「高速 ・低料金 なデ ジタルネ ッ

トワークの構築 」及び 「情報検索型 データベースの構築」が重要 と思われ る。米国の例

では、 この分野で国家プ ロジェク トと しての先行投 資により現在の姿があ り、 日本 にお

いて も、 この面での行政 の支援が望 まれ る。
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・研究情報ネ ッ トワー クにっ いて、大容量通信回線を社会資本の整備充実 とい う名 目で予

算化 し、研究者 間で相互 に情報の流通が図れ ることを望む。

〔その他〕

・将来を見据えた情報 イ ンフラ整備の実現を望む。

・初期投資がかか るため、分 岐点 まで持 ってい くためのユーザ ー確保が難 しい。

・EDI普 及の為の推 進団体 に対す る支援強化(要 員、資金等)。

・EDIの 取組 に費用負担の援助。

・大店法規制緩和 に伴 う、中小小売店の受 ける影響 は大 きい。地域VANが 中小小売店 に

対 して担 う役割 は今後増えてい くので是非 ともご支援願いたい。

・"誰 で も、どこで も、 いつで も"取 り出せ る情報 ネ ッ トワー クの展開は、まさに国家 ・

社会百年の大計です。規制緩和大 いに結構、 グローバ ルな理解 か ら、行政 当局の絶大 な

サポー トを心か ら望んで いる。

・現在 の景況か ら従来以上、政策的支援(事 業 に対す る)が 必要 と思われ る。

2).行 政 に対す る要望(規 制緩和等含む)

〔現状 の法規制 の緩和 に対す る要望〕

・第二種電気通信事業者の提供す る国際VANサ ー ビスの拡張のため、国際対地拡大の簡

素化 、音声サー ビスの規制緩和を図 ってユーザーのニーズに応 じる ことがで きるように

す る。

・新規事業の開拓の ため、音声サー ビスの公尊公接 続、網間接続の申請簡素化、通信 と放

送の融合等を図 るべ きであ る。

・異業種相互の乗 り入れ、外資導入 により市場を活性化 してい く。 そのため、財政支援、

規制緩和が望 まれ る。

・電話 の公尊公接続 を認可 して ほ しい。

・ビデオテ ックス事業の料金 にっいて は、全てNTTの 収入 にな るが これをキ ャプテ ン会

社等 の利用者へ還元す るか、利用者受益 となるよう規制緩和 してほ しい。

・法的規制や行政指導が、業界の製品開発の足かせにな らないよ うに して頂 きたい。

・電気通信事業者 にお ける規制緩和 は実施 され る方 向にあ り、当社 として新 しいサ ー ビス

展開 も考え られ る。

・音声 メールの扱 いをFAX並 にな らないか(公 一専一公の接続) 。
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・いわゆ る 「公一専一公 」の規制解除 など、また、政策化 によ りB-ISDNの 新情報網

イ ンフラの早期実現。

・NTTの 運用上/契 約 上の規制が多す ぎる(米 国等諸外国並 の環境が必要) 。

・公尊公規制の緩和 により、開かれ た情報 ネッ トワークを可能 とす ることで、高度利用で

きることとなり、情報化の推進 を図 りたい。

・情報 ネ ッ トワークを遂行す る上 において、通信 回線(電 話 回線)が 必要 となる。その回

線 使用を市外回線 は通信業者を選ぶ ことがで きるが、市 内回線 は現在特定の通信業者が

独 占して いる。 これは、利用者側 か らは自由な システム構築 にっいて、その通信業者の

意向に沿わな くてはな らないので、拘束されてい る面があ る。市内回線 も通信業者 をオ

ープン化 される政策 を願 いたい。

・規制緩和(米 国並の回線各種割引サー ビスの早 期実施、VANサ ー ビスなど公衆付加サ

ー ビスの早期実施、公尊公サ ー ビス等)。

・公 一専 一公接続認可 の規制緩和を是非実施願いたい。

・すべてにお いて、規制緩和が重要であ る。

・特別二種 と一般二種業者 とで、キ ャ リアーか らの回線費用 またはサー ビス内容に差別す

る動向が感 じられ る。大 口需要家(企 業)へ のサー ビスは、 同 じ条件 と して ほ しい。

・社会性のある開かれたサー ビスと特定ユーザ ー向けサー ビスで は、それぞれ求め られ る

品質が異 なる。開かれたサー ビスは、影響 力は大 きいので社会 的混乱を起 こさぬよう十

分規制すべ きだ と思 う。反面 、特定ユ ーザー向 けサー ビスは担 当者が納得すればよ く、

規制緩和す る方が良 い。

・通信分野の規制が多 く、特 に公 一専 一公 は早 く解放 し、規制緩和 による多様 なサー ビス

の展開を進め る必要があ る。

・通信 に対す る規制 をな くす事 につ きる。

・サー ビス事業に当た り規制が多いために、サー ビスが出来 ない ことがあ る。早 く規制緩

和 を要望す る。

〔行政改革への期待〕

・EDIを 例 にとってみて も通産省、郵政省、大蔵省等 にまたが っている。情報 ネ ッ トワ

ー クサー ビスとい う切 り口で所轄官庁 の一本化が 図れな い ものか。

・データベース事業を展開す るにあた り、 「他人 の通信の媒介」 に該 当す るとい うことの

みの為 に、特別第二種電気通信事業者 としての 「規制」を受け ることとな る。特別第二
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種の設定 など、 もっとゆ るやか な 「規制 」の中での自由な活動 が望 まれ る。

・セキ ュ リティの障害等の トラブルにより社会的な問題 にな らな いよ うな法的処置、行政

指導が必要 と思 う。

・道路や橋等の整備 と同様、技術 メディア ・ソフ トが活用 され る基盤 ネ ッ トワークが整備

され るよ う、行政の国益 に添 った施策を強 く望む。

・各業界EDI全 体の動 き(運 輸省他省庁の動向を含む)を 統括 し、方向付ける実質的組

織の設置が望 まれ る。

・通産 と郵政が相互 に協力 しあ うことが肝要であ る
。

〔税制上 の優遇措 置及び低利融資〕

・公共性の ある もの(複 数企業間オ ンライン情報処理サー ビス)に っ いて は、運用 コス ト、

ソフ トウェア開発 に対す る助成金 、担保な しの低利融資を希望す る。

・情報 サー ビス産業 に対す る税 制上 の優遇、資金援助、財政投資 を望む。

・地方(地 域 ネ ッ トワーク事業者 の事業拡大支援(資 金援助) 、有料情報(NTT等))

利用 の通信事業者優遇措置 ・規制緩和(通 信料金の低価格貸 出、有料サー ビス企画申請

の優遇措置)。 各県(都 市)へ 通信事業者 デー タ(参 考資料)を 配布 し、認識 と事業強

力(デ ータ等)を 安易 にで きる体制を希望す る。

・情報 ネ ッ トワー クサ ー ビス事業 は
、 どう して も初期 に設備投資の資金が必要 になって し

まうので、その際、資金面 や税制面での抜本的な援助 ・融資 を要望す る。

〔利用料の軽減〕

・衛星通信 に利用 され る地球局設備の免許関連費用
、電波利用料の軽減が必要(サ ー ビス

コス トに反映 し、地上 系回線 と比較 し不利)で ある。

・回線費用が大幅 に値下 げす るよ う希望す る。

・NTTの 通話料の低料金化 は出来ないだろうか。

・電話料金が値上が り しないよ うに してほ しい。

・有線通 信回線使用料 の負担が大 きす ぎる。回線使用料 を もっとコス トダ ウンす る方向で

の展開が今後望めない限 り事業の拡大 ・拡充 はあ り得な いと思われ る。 しか しなが ら、

今後 の経済情報は全てのベース となる事 は間違いない事であ るか ら、早急 な改善が望 ま

れ る。

・通信 コス トの削減の ための行政指導(企 業の不当な利益 を削減)が 望 まれ る。

・ネ ッ トワーク事業者 に対す る電話回線利用料金の特別措 置を考 えて頂 きた い
。
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〔その他〕

・あまり行政主導であれ これ行わず、業界内の淘汰が進み しか るべ き方向へ流 れて い くと

思われる。業界の 自助努 力が重要 で、安易に政 策的支援を求め るべ きで はない し、すべ

きで もないと思われ る。あ らゆる意味でのDerequisitionは 歓迎す る。

・キ ャプテ ンシステムによ るサー ビスは、端末の伸びが鈍化 してお り、パ ソコ ン通信 にお

けるキ ャプテ ンモデムの伸び悩みな どの理 由で、IPが 撤退 してお り何 らかのテ コ入れ

がないとキャプテ ンの未来はないと考 える。

・デ ジタル通信サー ビスを明確 に分け、通信費用の安価 な提供が出来 るよ うにす る。

・ビデオテ ックス網の全地域への早期実施。

・技術 メデ ィア ・ソフ トの進展具合 に比べ光 ネ ッ トワー クなどの回線整備 の進展 は低 いと

思える(通 信回線の光 フ ァイバ ー化な どと高度化 は同等で はないのか)。

・国際標準化の一層の推進、 メデ ィア ・ソフ トの社会的 ・経済 的な評価 の体制が未整備 な

ため、統一 ルールの策定、B-ISDN、FTTHの 社会 イ ンフラの構築が必要である。

・中小事業者 に配慮 した規制緩和が望 ま しい。

・イニ シアチ ブをにぎるため各企業のエ ゴがす ごす ぎて、今 の ままで は(民 間主導)急 速

な発展が考 え られず、 もっと行政か ら積極的に システムを導入 し、デー タをオープ ンに

して頂 きたい。

・学術 ・科研等行政の縦割 の予算にか らむ利用範 囲の制限が多 い。社会的 イ ンフラと して

の再整備が必要であ る。肩書(大 企業 ・アカデ ミック等)の ない者 は、情報ネ ッ ト利用

に極端 に高 い障壁があ り、行政 はもっとオープ ンなネ ッ トの利用促進の ための手段 をと

って欲 しい。

・マルチ メディア通信技術 の実用化など 「テクノロジー」や 「標準」等 にっ いて タイム リ

ーな情報交換の場やその仕組み作 りが必要 とな る。
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調査票(様 式)及 び記入要領





ネ ッ トワークサ ー ビス事 態 査 票 5

貴 社 名

所 在 地

回答者氏名

集計結果送付先
住所 ・ 氏名

資 本 金

売 上 高

従 業 員 数

情 報ネットワークサービス

実施 の 有 無

登録 ・届出番号
1i・i・i・i5i6i・

役職 ・電話番号 TEL

10891112131415

1617181920212223

242526272829

百万円

百万円

人

1.有

34

2.無

※
業

種

非専業

3031

事 業

40

グループ企業内に閉 じて

サー ビス してい る場合 も

有 と して回答 して下 さい

233

()

※業種については別紙記入要領1
を参照 して番号で記入 して下さ
い。
なお専業の情報ネットワークサ
ービス事業者の場合は親会社ま

たは主要株主の業種番号を()

内に記入 して下さい。

情 報 ネットワークサービス

事 業 の 開始 年
i35i36i

19iii年

一ビスを提供 じて贈る場合を対

実施 していない理由を次の項目から1っ 選択 し
て番号を右欄に記入して下さい。

37

1.近 くサ ー ビスを開始す る予定。

2.設 備の構築、サー ビス ・メニ ューの決定等が遅れ、サー ビス

開始の 目途 が立 って いない。
3.届 け出 は して いるが、現在 は情報ネットワークサービス事業を行 う予定

はな い。

4.サ ー ビスを行 っていたが、採算性等の理 由によ り中止 した。

5.そ の他()

今後の予定にっいて質問9か ら回答 して下さい。

提供サービスの分類
(複数回答可)

1.基 本通 信38 2.高 度 通信39 3.情 報 処 理40

※提供サービスの内容は別紙記入要領2を 参照。

情報 ネットワークサービス事 業 のね らいにつ いて 次の項 目か ら1っ 選択 して 番号 を右 横 に記 入 して 下
さい。 その他の場合 は、理 由を記入 して下 さい。

41 .42

1.情 報ネットワークサービス事業 の将来性 を見込んで

2.新 しい ビジネスチ ャンスと判断

3.情 報通信の新 しいサー ビスを提供

す るため
4.業 容の拡大の手段 と して

5.業 務処 理の高度化 ・顧客サー ビス
の向上 を図るため

6.既 存の各種 リソース、蓄積技術を

活かす ため

7.グ ループ企業等関連会社のネ ッ トワー ク支援
のため

8.現 行又 は予定のサ ー ビスが法規制 に抵触す る

ため

9.顧 客か らの要請 によって

10.会 社のイ メージア ップのため

11.地 域の情報化 に貢献す るため

12.そ の他

( )

43～55SP
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質 問1.情 報 ネットワークサーEス事 業 用 の設 備 等 の概 要 につ いて お 答 え下 さい。

ネ ッ トワー ク構成

また、どの構成図 に も該 当 しない場合 は、簡単 に構成 図を記入 して下 さい。

1.

構成図
※別紙記入要領3の ネ ッ
トワー ク構成図で最 も近

いものを選択 し、番号 を

記入して下さい・ 丁

構成図番号
56

2.ホ スト・コンピュータの 台 数 1.大型汎用機
57 58
台 5.ミ ニコンピュータ/WS

65 66 台 ※

※別紙記入要領4を 参照
(ホスト利 用 の み) オフィス・コンピュータ,

ミコ ンピュータ/WS,

の上回答 して下 さい。 2.中 型汎用機 59 60
台 6.パ ーソナル・コンピュータ

67 68 台 パーソナル・コンピュータ

(ホスト利 用 の み) の 台 数 はホスト・

※ 但 し、 ノードコンビ・一夕(スイッチ コンピュータと して

ング機能を持った集線装 3.小 型汎用機 61 62
台 7.ホ スト・コンピュータなし

69
利用 している

置)を 除いた台数です の場合には、 もののみ対象
○印をっけて で す 。

4.オ フィス・コンピュータ
63 64
台 下 さい。

(ホスト利 用 の み)

1.500超 ～1,000未 満

3.回 線の数 500
707172

500 73
2.1,000以 上 ～2,000未 満

(1200BPS換 算) 回線 回線 3.2,000以 上 ～3,000未 満

以下 ii… 回線 超 4.3,000以 上 ～4,000未 満

(注1) ii 5.4,000以 上

4.ア クセ ス ポイ ン ト数
74i75i76i77 ↑1

1～5の選択肢 か ら該当番号

i一 を選 び記入 して下 さい。

1.J(JCA)手 順782.全 銀 手 順793.CAT/CAFIS80(ク レジット手 順)

5.サ ポートしている通 信 力 トコル

4.業 界独 自手順(EIAJ、 紙パ等)81()

※ サポートしているプロ1コル 全 て に

○印を記入 して下 さい。 5.MHS(X.400、H手 順 含 む)826.FTAM(F手 順 含 む)83

7.X.25848.X.7585(網 間 接 続)9.ベ ー シ ッ ク手 順86

10.無 手 順 ・TTY手 順8711.HDLC手 順88

12.TCP/IP8913.そ の他go()

(注1)回 線数は上記事業用設備 に収容 され る回線の数 を、別紙記入要領5を 参照 し1回 線当た り1,200BPS
に換算 して記入 して下 さい。

なお換算回線数が500回 線超の場合、1～5の 選択肢か ら該当番号を選 び、記入 して下 さい。
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質問2.貴 社 の情報ネットワークサービスで提供 している(又 は提供予 定)サ ー ビスとその内容 について

回答 して下 さい。

・ 「サ ー ビス提供の有無」 は、現在提供 している ものに○印、予定の もの に△印を記入 して下 さい。
・選択形式(※ 印)の もの は別紙記入要領6か ら該当番号を選 び

、記入 して下 さい。
(ただ し、契約形態,料 金体系で 「その他 」を選んだ場合は、下の欄 に具体的 に記入 して下 さい。)
・その他提供サー ビスがあ る場合 は、空欄にそのサー ビス名を記入 して下 さい。

サ ー ビス内容

提供サ ー ビス

サービス

提供の
有 無

※
サービス

提供地域

※
サービス利用者

〔複数回答可〕

※
契約
形態

※
料金
体系

基
本
通
信

1.専 用 線 サぜ ス(回 線 リセール)

2.パ ケット交 換 サービス

3.回 線 交 換 サービス

高
度
通
信

1.パソコン通 信(電 子 メール)

2.音 声 メ ー ル

3.フ ァ ク シ ミ リ メ ー ル

4.ファイル中継 ・接 続

(蓄 積 転 送)

5.ト ランザクション(リアル)中 継

・接 続

6.ビ デオ テ ックス

7.音 声 応 答 サービス

8.そ の他()

情
報
処
理

1.情 報 提 供 サービス(データベース)

2.RCS

(リモー1・コンピューティング・サービス)

3.企 業 間情 報 処 理 サービス

(EDIサ ービスを含 む)

一 ⇒ このサービスに○印又は△印を付けた場合は、次頁の質問にお答え下さい。

91～97

98～104

105--111

112～118

119～125

126～132

133～139

140～146

147～153

154～160

161～167

168～174

175'v181

182～188

最近の提供サー ビスの中で、特筆すべ きサー ビス機能があれば ご自由にお書 き下 さい。

189～194SP
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(質 問2の 続 き)貴 社で提供 して いる企業間情報処理サ ー ビスにつ いて、その業務サー ビス内容 とネットワーク
形態 について回答 して下 さい。 〔複数回答可 〕

・企業間情報処理 サー ビスの対象業務 と して は、 どのよ うな ものが あ りますか。 「サー ビス提供有無」の欄

に現在提供 している もの に○ 印、予定の もの に△印を記入 して下 さい。 また、提供 しているサ ー ビスの数

(予定 も含む)に つ いて も同時に記入 して下 さい。

サービス対 象 業 務

サービス

提供

有無

提供 し
て いる

サービス数

1 受発注処理

2 販売管理

3 生産管理

4 在庫管理

5 輸送管理

6 会計管理

195～197

198～200

201～203

204～206

207～209

210～212

サービス対 象 業 務

サービス

提供

有無

提供 し
ている

サービス数

7 資金決済

8 店舗管理

9 与信管理

10 予約 ・発券

11 顧客管理

12 その他
()

213～215

216～218

219～221

222～224

225～227

228～230

・サー ビスを提供 して いる企業 間ネ ッ トワー クの形態 として、 どのよ うな業種が関連 しています か。

該当す るパ ター ンの ところに○ 印を付けて下 さい。 〔複数回答可 〕

農

林

水

産
・

そ

の

他

建
設
業
・

不
動
産
業

情
報
処
理
サ

ー
ビ
ス

提
供

旅
行
業

電

力
・

ガ

ス

小
売
業

金
融
業

卸
売
・

代
理

商
・

仲
立

業

倉
庫
業

運
輸
業

製
造
業

業造製

業輸運

業庫倉

業立紳商理代業売卸

業融金

業売小

スガ
●

力電

業行旅

供醍甑
一

サ理処報情

業産動不
●

業設建

他のヨ業産水林農

297～320SP

231～

232～233

234～236

237～240

241～245

246～251

252～258

259～266

267～275

276～285

286～296
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質問3.貴 社情報ネットワーク9-t'ス事業 におけるネ ッ トワークの相互接続(海 外を含む)に ついて該 当する

項 目に○ 印をつけて 回答 して下 さい。(複 数 回答可)

接続の有無 接続相手数 主 な接続相手の企業名及 びネットワーク名 使 用 プ ロ トコ ル324～328

321

1.有 り

2.無 し

'

322 323 1) 1.X.752.X.253.そ のf也()

2) 1.X.752.X.253.そ の他()

3) 1.X.752.X.253.そ の他()

4) 1.X.752.X.253.そ の他()

5) 1.X.752.X.253.そ の他()

無
し
の

場
合

貴社情報ネットワークサービス事業 において、将来他社ネ ッ ト

ワー クとの相互接続が必要だ と思い ますか。該当す

る番号 に1つ だけ○印を記入 して下 さい。329

実際に他社ネットワークとの相互接続の計
画がありますか。該当する番号に○印を記入
して下さい。33・

1.必 要2.必 要 な い3.分 か らな い 1.計 画中(年 月頃)2.計 画が無 い

質問4.国 際VANサ ー ビスの提供 について該 当する項 目番号 を選び記入 して下 さい。 また、国際VAN

サ ー ビスの内容につ いては、提供 しているものに○ 印を記入 して下 さい。(複 数回答可)

国際VANサ ぜス[
際VANサ ービス

の提 供

国 名

国 際

VAN

サービス

提 供

① 米 国 ・カナダ331

② 欧州332

333

③ アジアNIES(注2)

④ その他 アジア334

⑤ 中南米335

⑥ オセアニア336

⑦ アフリカ337

⑧ 中近東338

⑨ ロシアCIS339

⑩ その他340

1

巨 ※1.5の選択肢から該当番

提供 において
2.を 選択 し

た場合 には、

提供予定年月
を記入下 さい。

(年 月)

(年 月)

(年 月)

(年 月)

(年 月)

(年 月)

(年 月)

(年 月)

(年 月)

(年 月)

自
供
態

仁
提
形

341

342

343

344

345

346

347

348

349

350

号 を選 び記入 して下 さい。
1.実 施 中

2.提 供予定(年 月)

3.提 供予定(時 期未定)

4.予 定な し

5.将 来実施 したい地域

※1～4の選択肢から該 当番

号 を選び記入 して下 さい
1.直 接接続

2.公 衆網(VENUS-P等)利 用

3.ゲ ー トウェイ経 由

4.そ の他

国 際VANサ ー ビ ス の 内 容

サービス

提供
の

有無

1.プ ロトコル 変 換 付 パケット交換

2.パ ソコン通 信(電 子 メー ル)

3.音 声 メール(音 声応答)

4.フ ァ ク シ ミ リメ ー ル

5.フ ァイル中継接続(蓄 積転送)

6.ト ランザクション(リアル)中 継 接続

7.画 像 伝 送(ビ デオテヲクス等)

8.情 報 提 供(デ ータベース)

9.RCS(リ モート●コンピューティングサービス)

10.企 業 間情 報 処 理 サ ー ビス

(EDIサ ービスを含 む)

11.そ の他[]

1

利用L⇒ ※提供 しているものに○印
を記入 して下 さい。

351

352

353

354

355

356

357

358

359

360

361

(注2)ア ジアNIESと は韓 国 、 香 港 、 台湾 、 シンガポールの ことで す 。
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質 問5.情 報ネヲトワークサービスの運用体制、運用時間(曜 日、時 間帯)等 について該 当する項 目に0印 を

付 けて回答 して下 さい。(複 数 回答可)

運
用
体
制

運
用
時
間

1.ホ ス トとネ ッ トワー ク部分の運用体 制が独立 してい る。

2.ネ ッ トワーク監視セ ンターがあ る。

3.テ ス ト用のネ ッ トワー ク設備があ る。

4.各 種記録の集計 、分析管理 を行 って いる。

5.電 気通信主任技術者が いる。

6.情 報処理技術者がいる。

362～367

1.休 日 〔①休 日な し ② 祝 祭 日 ③ 日曜 ④ 土 曜 ⑤ その他 曜 日()〕368～372

ヨ　　の　フる

2.標 準運用時間 〔24時間23時 間22時 間21時 間20時 間 その他()〕

3.運 用時間帯 につ いて

特 に記述す ることが

あ りま した ら記入 し
て下 さい。

質 問6. セキュ リティ、障害対策 につ いて実施 している項 目に○印 を付 けて下 さい。(複 数 回答可)

また、その他に実施 している事項があれば記入 して下 さい。

デ
ー
タ
の

機
密
保
護
方
法

1.ユ ーザ ーID、 パ ス ワー ド、 コール バ ック等 に よ る不 正 ア クセ ス防 止
375～379

2.暗 号化による通信情報の不正傍受防止

3.入 退室管理

4.閉 域接続

5.その他()

障
害
対
策

1.設 備の二重化
380～384

2.モ ニタ リング、テス ト機能、定期保守 など各種 ツールによる障害の早期検 出

3.障 害発生時の障害切分機能や回復機能

4.ネ ッ トワ ー クの 迂 回路 構 成

5.その他()
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質問 了.貴 社 の情報ネヲトワークサ士ス事業 の採算性等につ いてお聞かせ下 さい。

1.情 報ネットワークサービス事業の採算性 にっいて どのよ うにお考えで しょうか。(択 一回答)385

次の項 目か ら1っ 選択 し該当す る項 目番号 に○印を付 けて下 さい。

ミ ヨ ロ　ぽ ヨ　ア

① 採算が採 れて いる。(191年 度か ら)

　 　　　ぽ ヨ　　

② 現在 は採 れて いな いが、将来 は採算が採 れそ う。(191年 度位か ら)

③ 将来 とも採算が採れ そ うもない。

④.情 報ネッ}ワークサービス事業 だけでは採算は採れないが、関連す るソフ トウェア開発、機 器の販売、従

来か らの情報処理 サー ビス、情報提供サー ビスなどと合わせて採算性 を考えて いる。

⑤.他 事業 の付帯サ ー ビスであ り、採算性 は度外視 して いる。

⑥.そ の他( )

2.情 報ネヲトワークサービス事業だ けの①平成5年 度推 定売上高、②平成4年 度売上高、③対 前年度売上高

伸び率、 および④平成5年 度推定費用 にっいて概算で結構ですか ら記入 して下 さい。

(平成5年 度 よ り情報ネットワークサービス事業を開始 した場合は、① と④のみを記入 して下 さい。)

ヨ　 　リ ヨ　　 ヨ　 　エ る　　

①平成5年 度推定売上高 ②平成4年 度売上高

i億i

る 　　ぽ る ロ　

③対前年度売上高伸び率

i万 円 i億i i万 円 ⇒ ± i%増

④ 平成5年 度 推 定 費用412"419

i億i i万 円

①一②
②

▲(小 数点)

※費用 とは回線費、機械設備費、運用費(空 調 ・電 力 ・人件費等)

および諸費用(外 注費 ・営業経費 ・一般管理費等)を 合算 した

ものです。

質 問8.情 報ネットワークti-Eス事 業 に携わ る従業員、及び情報処理技術者 ・電気通信主任技術者 の人数

についてお聞かせ下 さい。

(1)情 報ネットワーク事 業に携 わ る従業員数

社内
兼任を含む

外部からの
派遣要員 計

全 体 人 数 人 人 ì 人

部
門
別
内
訳

管理/企 画 人 人 人

開発 ・技術 人 人 人

運用 保守 人 人 人

営 業 人 人 人

その他 人 人 / 人

420

～432

(2)技 術者数

情
報
処
理
技
術
者

システム監査 人

特 種 人

オ ンライン 人

一 種 人

二 種 人

電気通信主任
技術者

人

433～491SP

492

～495

496

～499

500

～503

504

～507

508

～511

512

～515
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質 問9.情 報 ネヲトワークサービス事 業 の今 後 の方 向 につ い て

付 けて下 さい。

(1L今 後重 点的に提供 してい きた いサー ビスは、 どのよ うな ものが ありますか。該 当す る ものに○印を

(複数回答可)

516 521 530

1.専 用 線 サービス 6.フ ァクシミリメール 11.情 報 提 供 サービス526 15.ネ ットワーク運 用 ・

517 522 管理 サービス
2.パ ケット交 換 サービス

518

7.ファイル中継 ・接 続(蓄 積 転 送)

523

RCS52712'

(llモート・コンビ。一ティングサービス) 531

3.回 線 交 換サービス 8.1ラ ンザクション(リアル)中 継 ・ 接 続
528 16.そ の他

519

4.パ ソ コ ン通 信

520

5.音 声 メー ル

524

9.ビ デオテックス

525

10.音 声応 答 サービス

13.企 業 間情 報処 理 サービス

(EDIサ ービスを 含 む)

529

14.国 際VANサ ービス 「]
(2L今 後、採算が採れる と思われ るサー ビスは、どの ような ものがあ りますか。該 当す るもの に○ 印を

付 けて下 さい。 (複数回答可)

532 537 542 546

1.専 用 線 サービス 6.フ ァクシミリメール 11.情 報提 供 サービス 15.ネ ットワーク運 用 ・

533 538 543 管 理サービス
2.パ ケット交 換 サービス 7.ファイル中継 ・接 続(蓄 積 転 送) 12.RCS

534 539 (リモート・コンピューティングサービス) 547

3.回 線 交 換サービス 8、1ランザクション(リアル)中 継 ・ 接 続 544 16.そ の 他

535

4.パ ソ コ ン通 信

536

5.音 声 メー ル

540

9.ビ デオテックス

541

10.音 声応 答 サービス

13.企 業 間情 報 処 理 サービス

(EDIサ ービスを含 む)

545

14.国 際VANサ ービス []

質 問10.現 在 、 マル チ ベ ンダ ー環 境下 でOSl(OpenSystemsInterconnection:開 放 型 シス テム 間相

互 接続)の 普 及 促 進が 行 わ れ て い ま すが 、貴 社 の情 報 ネットワークサービス事 業 にお ける 、今 後 のOSl

へ の取 組 をお 聞か せ下 さ い。

1.貴 社でのOSIの 提供 ・検討状況 をお答 え下 さい。

次の項 目か ら1つ 選択 し該 当す る項 目番号 に○印を付 けて下 さい。

548(択 一 回答)

①.既 に、 一 部OSIを 採 用 して い る。

②.す ぐにで もOSIを 採用 したい。

∵i雛 ド:

→

1]

提供時期:(

提供内容:①.

※提供内 ③

容の内訳
は別紙記 ⑤.
入要領7
を参照 し ⑦.
て下さい。

(複数回答可)
年
　る　

FTAM

　　ハ

TP

ら　ヨ

RDA

　　　

その他 〔

月)

　　　

②.MOTIS/MHS

　カ　

④.ODA/ODIF

ら　る

⑥OSI管 理

〕

2.OSIに つ いての期待、導入 にあた っての問題点、及び今後の普及 にあたっての意見 ・要望等 が

あ りま した ら、 ご自由にお書 き下 さい。
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質 問11.lSDNサ ー ビス に対 して情 報 ネットワークサービス事 業 者 と して は、 どの様 に お考 え で し ょうか 。

1.貴 社の情報ネットワークサービス事業における、ISDNサ ービスの利用状況 について各サー ビス ごとに

3項 目か ら1つ 選択 し該当す る項 目番号の下のマスに○印を付 けて下 さい。

また① 既 に利用 中及 び②利用 予定 あ りの場合は、利用の用途 について も同様 に該 当す る項 目番

号の下のマスに○ 印を付 けて、お答え下 さい。

利用状況及 び用途

ISDNサ ー ビス区分

利 用 状 況
(択一回答)

利 用 の 用 途
(複数回答可)

556
557～560

561
562～565

566
567～570

571
572～575

576
577～580

581SP

①

既
に

利
用
中

②

利
用

予
定
あ

り

③

利
用

予
定
な

し

①

基
幹
回
線

②

足
回
り
回
線

③

ノミ

膓
ア

ヲ

④

そ
の

他

※

回線交換 []
INSネ ット64

パケット交換 []

回線交換 []
INSネ ット1500

パケッ}交換 []

国 際ISDN []

※その他の場合 は、[]内 に具体的 に記入 して下 さい。

2.ISDNに ついて、今後の利用用途 とその影響 にっいて どの様 にお考えで しょうか。

ご自由にお書 き下 さい。
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質 問12. EDl(E|ectronicDatalnterchange:電 子 デ ー タ交 換)サ ー ビへ の 、貴 社 の情 報 ネットワーク

サービス事 業 にお け る取 り組 み につ いて お 聞 か せ下 さ い。

※EDIと は、異 なる企業間で、商取引のためのデータを通信回線 を介 して、 コ ンピュータ(端

末を含む)間 で交換す ること。 その際、当事者間で必要 となる各種取決めが、可能 な限 り広 く合

意 された標準的な規約であ ること。
EDIに おいて は、次のような4つ の レベルで捉 え ることがで きる。

①伝送 制御手順、 ファイルのア クセス手順等の情報伝達規約

②デー タコー ド、データ交換 フォーマ ッ ト等 にっいての情報表現規約

③ システムの接続 ・運用条件等 についての業務運用規約

④EDI取 引の契約条件等 についての取 引基本規約

1.貴 社におけるEDIサ ー ビスの提供 にっいてお答 え下 さい。

次の項 目か ら1つ 選択 し該当す る項 目番号 に○ 印を付 けて下 さい。

(択一回答)582 (複数回答可)

①.実 施中 サービス内容 はi.国 内 の同 一 業界 内583

② 提供予定あり(時 期:19年 月) 五.国 内の複数業界間584

③ 提供予定あり(時 期未定) 苗.国 内 一国 際 間585

④.提 供予定なし 〔理由:〕 i・・ その他586[L

⑤.わ か らない587-5g。sp
591～595

EDIサ ー ビスを利用 して

`::ll

約il㍑:
`,``1

いるユーザー数(契 約数)

2.上 記、回答が①,②,③ の場合、EDIサ ー ビスはどの ような標準 に準拠 してい ますか。

次の項目から選択 し該当する項目番号に○印を付けて下さい。(複 数回答可)

①CII標 準(JIPDEC産 業 情 報 化596⑤ 国 際標 準(EDIFACT・ISO9735)600

推進センターで作成した標準)

②.業 界標準(日 本電子機械工業会の標準597⑥.米 国標準(ANSIX.12)601
=EIAJ取 引情報化対応標準)

③.業 界標 準(日 本 チ・一ンス}ア協 会 の標 準5986。2
=流 通情 報 オンラインデータ交 換 システム・ ⑦ .そ の 他 〔 〕

標 準 データ交 換 フォーマット)

④.業 界標準(全 国銀行協会連合会の標 準)599

3.EDIの 普及 とその推進 について貴社 の ご意 見 ・ご要望をお聞かせ下 さい。
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質問13.情 報ネットワークサービス事業 に関する今後の市場展望(市 場の伸び、競合、収益性など)、 及びそれに

対応す るためのソ リューシ ョン(ア ウ トソー シング等 の新 しいサー ビスメニュー)に ついて どの様 に
お考えで しょうか。

質 問14.最 近の新 しい通信技 術の実用化(移 動体通信 ・フ レーム リレー等)、 及び最近の急速なダ ウン
サイ ジングとオ ープ ンシステム化、イ ンターネ ッ トの進展 による事業へ の影響、及び それへ の対

応についてもご自由にお書 き下 さい。

質問15.情 報ネットワーク9-t'ス事業 を進めてい く上 での問題 点、政策的支援 、行政 に対す る要望(規 制緩和等
も含む)に ついてご意見をお聞かせ下 さい。

603～610RV611～646SP

KEYCODE647～650

以上で本ア ンケー トに関する質問事項 は終わ りです。ご協力あ りが とうございま した。

〔本件の連絡先〕

(助日本情報処理開発協会

産業情報化推進セ ンター システム調査 ・支援課 情報ネットワークサービス調査担 当

呑03-3432-9386FAXO3-3432-9389

※本調査票は、平成6年1月28日(金)迄 に届 くよう同封の返信用封筒にてご返送下 さい。
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調 査 票 記 入 要 領(平 成5年度)

調査票のご記入にあたっては、回答しにくいケースもあるかと存じま
すが各質問事項の注意事項と本記入要領を参照の上、回答して下さい。
なお、ご不明な点は下記へお問い合わせ下さい。

〔問 い合わせ先〕働 日本情報処理 開発協会

システム調査 ・支援課

情報ネットワークサービス調査担 当

1.業 種 〔調 査 票の フ ェー ス シー ト(P.1)〕

産 業 情 報化 推 進 セ ンター
智(03)3432-9386(直)

Fax(03)3432-9389

非専業で情報ネッ1ワークサービスを実施 してい る企業 は、下表 より該 当番号を選んで回答 して下 さい。

(複数の業種 にまたがる場合 は、貴社 の売上 の中で最 も比率の高 い業種を1っ 選 んで下 さい。)

なお、専業の情報ネッ}ワークサぜス事業者 の場合 には業種番号40の ハ イフ ンの後 に親会社又は主要株主の業種

番号 を下表よ り選んで記入 して下 さい。

(記入例)卸 売業か ら独立 した専業の情報ネッ}ワークサービス事業者 の場合40-20と 記入す る。

葉

菜

造
業

業

業
製

品

産

工
品
版

製

業

加
製

炭

水

業
業
プ
木
出
業
石
業
窯

ル

造

・
業

業
工
工
パ

・
・
工

・
製

・

品

林

設
品
維

・
材

刷
学
油
製

ス

ム
ラ

農
鉱
建
食
繊

紙
木
印
化
石
ゴ
ガ

・

・

…

.

.

・

・
0

1

2

1

2

3

4

5

6

7

8

9

1

1

1

3

4

5

6

7

8

9

0

1

2

3

4

1

1

1

1

1

1

1

2

2

2

2

2

鉄 鋼 業
非鉄金属 ・金属加工業
電気機器製造業
輸送用機器製造業
一般機械器具製造業

精密機械器具製造業
その他製造業

卸 売 業
代理商 ・ 仲立業
小 売 業
金 融 業
証券 ・ 商品取引業

に
J
C
U

7
-
8

0
ロ
0

1

り
白

り
ム

り
乙

口
乙

り
乙

り
0

り
O

り
ム
リ
0
4

り
O

O
O

り
0

保
不
運
倉
電

険
動 産
輸
庫
力 ・ガ

業
業
業
業

ス
新聞 ・放送 ・広告 ・通信業

情報処理サー ビス ・
ソフ トウェア ・情報提供業

旅 行 業
娯楽 ・その他 サー ビス業

そ の 他

40.専 業 の情 報ネットワークサービス事 業者

2.提 供 サ ー ビスの種 類[調 査 票 の フ ェー ス シー ト(P.1)、 及 び 質 問2.「 サ ー ビスとそ の 内容(P .3)]

1.基本通信 とは、次のよ うな提供 サー ビスの ことをいいます。
・専用線サー ビス(回 線 リセール)・ パ ケ ッ ト交換 サー ビス

.・ 回線交換 サー ビス

2.高 度通信 とは、次のよ うな提供 サー ビスの ことをいいます。
・パ ソコン通信(電 子掲示板、電子会議、電子メール含む)
・ファイル中継 ・接続(蓄 積転送)

・ビデオテ ックス

・音声 メー ル ・フ ァ クシ ミ リメー ル

・}ランザクション(リアル)中 継 ・接 続

・音声 応 答 サ ー ビス

※ 高 度通 信 に は、 上 記 サ ー ビス メニ ュ ーの 中 に、 プロトコル変 換 、 スピード変 換 、 コード・フォーマヲト変 換 、 メディア

変 換等 の 機 能 も含 ん で お ります 。

3.情 報 処 理 とは、 次の よ うな提 供 サ ー ビスの こ とを いい ます 。
・情 報 提供:企 業情 報 ・新 聞記 事 情 報 ・技術 情 報 等 のデータベースにユーザーが 端 末 か らアクセスす るサービスで す

。
・RCS(リ モート・コンtO・一ティング・サービス):ユ ーザー端 末 とセンタのホストコンtO・一夕をわ ラインで 結 び、 ユ十 に コンピュータを

利 用 させ た り、特 定 の ユーザーの情 報 処 理 業 務 を行 うサ ー ビス で す。
・企 業 間情 報 処理 サービス:取 引企 業 間 ・グル ープ間 の情 報 を 各 企 業 に合 わせ て 情報 処 理 し

、情 報 の 交換

を 行 う サ ー ビ ス で 、EDI(ElectronicDataInterchange:電 子 デ ー タ

交換)サ ー ビス を 含ん で い ます 。

(例 えば 、 量 販店 と取 引 先 間の 受 発 注 サ ー ビス の提 供 な ど)
※EDIサ ー ビス とは 、異 な る企 業 間 で 商取 引 の ため の デ ー タを通 信 回線 を介 して 、 コ ン ピュー タ

(端 末 を 含 む)間 で交 換 す る こ とで す。 その 際 、 当事 者 間 で各 種 取 決 めが(可 能 な限 り広 く合 意

され た 標準 的 な規 約)が 必 要 で す。
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3.ネ ッ トワーク構成[調 査 票の質問1.「1.ネ ッ トワーク構成」(P.2)]

次のネ ッ トワー ク構成パ ター ン例の中か ら最 も近 いものを選んで該当番号を ご記入下 さい。

1.ホ ス ト集 中型

メール.ボックス

業 務DB

専 用

回 線 公 衆 網

DDX他VAN

ユーザー端末

3.ホ ス ト/ネ ッ トワー ク分 離 型(パ ケ ッ ト型)

2.ホ ス ト中心 ネ ッ トワー ク型

自社 幹 線 網

通 信 ノード

アクセス・ポイント

4.分 散 ネ ッ トワ ー ク 型

ノード●コンピュータ ノード●コンピュータ

4.ホ ス トコ ン ピュー タ の 台数[調 査 票 の質 問1.「2.ホ ス トコ ン ピ ュータ の台 数 」(P.2)]

ホ ス トコ ンピ ュー タの 台数 に つ いて 回答 す る場 合 、以 下 の 定義 を参 照 し、 コ ン ピュー タの

分類 を行 って下 さ い。

・汎用 コンピュータとは、同一のアーキテクチャに基づ き 「ファ ミリ」あ るいは 「シ リーズ」

を形成す る。 また、 ソフ トウェアの上位互換性があ るもの と します。

汎用 コンピュータの分類を購入価格 を もとに次の ように区分す るもの と します。

1.大 型汎用機2億5千 万 円以上

2.中 型汎用機4千 万 円以上～2億5千 万 円未満

3.小 型汎用機2千 万 円以上～4千 万円未満

・ここで言 うオ フィス ・コ ンピュー タ、 ミニ コンピュータ、 ワー クステーシ ョン(WS)、
パー ソナル ・コンピュー タの台数 は、ホス トとして利用 してい るものに限 ります。

・ホス トコンピュータが無 い場合は、該 当の項 目欄 「7.ボス}・コンピュータなし」に○ 印を付 けて下 さい。
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5.回 線 の数[調 査 票 の 質問1.「3.回 線 の数 」(P.2)]

・回線数 は、1,200ビ ッ ト毎秒の伝送速 度の電気通信回線(以 下 「単位回線」 とい う)に 換算 して、500

回線を超え る場合 は、該当する ものを回答欄 の中か ら選んでお答え下 さい。

・算定の対象 となる回線の単位回線への換算 について は、次の方法に従 って行 って くだ さい。

(ア)ア ナ ログ信号伝送用の電気回線(電 話 の役務 を提供す るために用 い られ る電気通信回線 をい う。以下
この項 について同 じ。)に ついて は、単位 回線1回 線 に換算す る。

(イ)電 話回線以外のアナログ信号伝送用の電気通信 回線の うち、周波数帯域の幅 が4キ ロヘルツ以下であ

る回線 について は、単位回線2回 線 に換算 す る。

(ウ)電 話回線以外の アナログ信号伝送用の電 気通信 回線の うち、周波数帯域の幅が4キ ロヘルツを超え る

回線 につ いては、周波数帯域 の幅4キ ロヘル ツ当 り(4キ ロヘル ツに満 たない端数 は、切 り捨 てる もの

とす る。)単 位回線2回 線に換算す る。

(エ)デ ジタル信号伝送用 の電気通信回線 にっ いて は、各の回線 の ビッ ト毎秒を単位 として表 され る伝送速

度(1万2,000ビ ッ ト毎秒を超 える伝送速度の回線 にあっては、1万2,000ビ ッ ト/毎 秒 とす る。)の

総和 を1,200で 除 して得 られ る商(1に 満 たな い端数 は、切 り捨て るものとす る。)に よ り単位 回線 に

換算す る。 〔ISDN回 線の場合 も、同様の換算 とす る。〕

電気通信設備の規模の算定対象

○ 算定の対象となる回線

下図の例では、A及 びBが 算定の対象 となる回線であり。A及 びBの それぞれにっいて政令
第1条 で定める方法に従い、換算を行 って合計する。

A

B
C

D

U禾

事業者が加入している電話回線
端末に接続されている専用線

§纏 縫 藷嚇 襟 麟 睡 る.)=]一 算定の対象とならない・

D A C C A D

尺の
電話局

京
チ
東
妨

事 業 者 の

ネットワーク

大阪の
電話局

利用者

利用者
B B
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6.サ ー ビス提供地域 、サー ビス利用者、契約形態、料金体系[調 査票の質問2.の 各項 目(P.3)]

次の中か ら、それぞれ該 当す るものを選んで、所定の欄に番号を ご記入下 さい。

サービス提供地域

1 特 定 地 域

2 全 国

3 国 際

4 全 国、国 際

5 そ の 他

契約形態

1 契約約款によるサービス

2 個別契約 によるサ ー ビス

3 そ の 他

サー ビス利用者

1 企業グループ内

2 特 定 業 界

3
一 般 企 業

4 一般家庭、個人

5 そ の 他

料 金 体 系

1 基本料金+従 量制料金

2 基本料金+月 額固定料金

3 ユーザ ーとの個別契約

4 そ の 他

了.OSlの 提供内容(応 用プ ロフ ァイル)① ～⑥ の意味 〔調査票の質問10の1(P.8)〕

①FTAM:フ ァイル転送ア クセス

②MOTIS/MHS:メ ッセー ジ通信 システム

③TP:ト ランザ クション処理

④ODA/ODIF:マ ル チ メデ ィア文 書

⑤RDA:遠 隔 デ ー タベ ー ス ア クセ ス

⑥OSI管 理:ネ ッ トワー ク管 理

以 上
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